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　電気事業は、私たちの日々 の暮らしや経済活動を根底から支える基幹産業です。

　実際に、東北の方々は未曾有の大震災に見舞われ、電力の重要性やその社会的影響の大き

さをまざまざと痛感させられました。

　大震災のあと、東北の広範な地域では、電力のみならず、水道、ガス、通信といったあらゆるライ

フラインが途絶し、食糧や生活用品といった物資すら不足する事態に陥りました。こうした中、わず

か数日で多くの地域の電気が復旧したことは、東北の方々にとって文字通り「希望の光」となりまし

た。余震が頻発する中、不安を抱えながら真っ暗な夜を過ごさざるを得なかったがゆえに、電気が

灯ったときの喜びや安堵の思いは、多くの方々が感じたことでしょう。

　いま、その電気事業がさまざまな面から揺れ動いています。　

　東日本大震災や原子力発電所の事故を契機に、原子力のあり方をめぐる議論や再生可能エ

ネルギー導入拡大への期待感の高まり、火力燃料費の増大による電気料金の値上げに加え、電

力自由化や発送電分離といった電力システム改革など、論点は実に多岐にわたっております。

　こうした中で、私たちはいま改めて、これまで日々 途切れることなく電力の安定供給を続けてきた

わが国の電気事業の営みに目を向けるとともに、現実的かつ冷静な視座でこれらの議論を捉えて

いく必要があるのではないでしょうか。

　本書は、こうした電気事業の仕組みやその成り立ちについて、昨今の話題や諸問題、海外の事

例などを交えながら、一般財団法人電力中央研究所の社会経済研究所の皆さまから分かりやす

く解説していただいたものです。本書をご覧の皆さまが、電気事業に対する理解を少しでも深め

ていただく一助となれば幸いです。

　最後になりますが、本書の制作にあたって多大なるご協力を賜りました、電力中央研究所 社会

経済研究所の皆さまのご厚意に心から感謝申しあげます。

　本書「電気事業の仕組みを読み解く」の刊行にあたり、著者一同に代わり、読者の皆さまに

ご挨拶を申し上げます。

　電力中央研究所は、電気事業に必要な研究・技術の開発と、これらを通じて産業や社会の

発展に寄与することを目的に、昭和26年に設立されました。その中で、私ども社会経済研究所

は、経済学、経営学、法律学、心理学、電気工学、都市工学、原子力工学、物理学などの専門

知識をもつ研究者を揃え、社会で生じている制度、経済、技術の変化をとらえ、これが電気事

業にもたらす影響を多面的、立体的に分析し、明らかにしていくことを、使命と捉えています。

　2011年3月の東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故は、わが国の経済社会

に大きな影響をもたらしました。その一連の変化の中で、「電気」「電気事業」に関わる情報も

増え、電力自由化、発送電分離など、従来馴染みの無かった電気事業の制度に関するニュー

スに接する機会も増していると思います。

　本書では、私どもがこれまで行ってきた調査・研究により蓄積してきた知見を基に、電気事業

を巡る当節の話題の背後にある構造などについて、わかりやすく示すことを心掛けました。皆さ

まの生活に密接する電気料金の仕組みや、最近の料金値上げの背景、主要な発電技術ごと

の特徴、また、現在政府が推し進める電力システム改革によってもたらされる、皆さまの生活や

生産活動への多岐にわたる影響などについて、具体的なデータや諸外国の事例などに基づき

解説していきます。

　電気は、私たちの生活を支えるライフラインの一つであるのみならず、経済社会を支える血脈

とも言えるものです。本冊子を手に取っていただいた皆様にとって、電気やエネルギーとその技

術、電気事業の制度などについて、ご理解していただく一助となれば、著者一同幸甚の至りに

存じます。

東北エネルギー懇談会
会長　高橋　實

一般財団法人電力中央研究所
理事・社会経済研究所長

大河原　透
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電気料金第 1 章

電気料金の仕組みはどうなっているの？

　皆さんは、電気料金の仕組みや、その計算方法がどのように決まっているかご存じ

でしょうか？ 現在、電力会社は電気の使用状況に応じたさまざまな料金メニューを用

意していますが、ここでは代表的なものを例に説明します。

　資料1ー1の右側をご覧ください。一般家庭の電気料金は、①基本料金 ②電力量

料金 ③再生可能エネルギー促進賦課金等から構成されています。これに消費税が

加算されたものが、皆さんが普段支払っている電気料金です。このうち、①の「基本料

金」は、電気の使用量にかかわらず毎月支払わなければならない部分、②の「電力量料

金」は、毎月の電気の使用量（kWh、キロワットアワー）に応じて決まる部分です。

　なお、電力量料金は、電力会社の側からみると、発電所で必要となる燃料費など、発

電した電気の量に応じた費用に相当するといえます。例えば、火力発電所が使用する

石油・液化天然ガス（LNG）・石炭などの燃料は、日々その価格が変動していますので、

燃料価格の変化を毎月の電気料金に素早く反映できるように、「燃料費調整制度」と

いう仕組みが採用されています。これについては、第2章で詳細に説明します。

　次に、③の「再生可能エネルギー促進賦課金等」は、法律に基づいた国の制度によ

って、一般家庭や事業者が太陽光や風力などの再生可能エネルギーで発電した電気

を、電力会社が買い取った費用に相当する部分です。これについても、第4章で詳しく

説明します。

　東日本大震災以降、「電気」というキーワードをめぐってさまざまな議論がある中
で、最近よく耳にするのが「電気料金の値上げ」に関わる話題です。私たちの普段の
生活に直接的な影響がありますので、皆さんも大いに関心があるのではないでしょう
か。
　その一方で、電気料金がどのように決まっているのかについて、よくご存じでない方
もいらっしゃるかもしれません。「総括原価方式」という言葉は聞いたことはあるものの、
その内容についてはよく分からない、といった方もいらっしゃるのではないでしょうか。
　そこで第1章では、日本の電気料金の仕組みや、その歴史について解説していきま
す。さらに、日本の電気料金が、諸外国と比較した場合に、どれくらいの水準なのかに
ついても、データを用いながら確認していきましょう。

■資料1ー1／総括原価方式における総原価と電気料金のイメージ

注1：実際の総原価は、営業費と事業報酬の合計から、控除すべき利益を引いて計算される。
注2：再生可能エネルギー電力の買取制度に電力会社が要した費用は、総原価とは別に、再生
　　 可能エネルギー促進賦課金として、電気の利用者から回収される。
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総原価 営業費 事業報酬

●借入金や社債に
　対する支払利息
●株主への配当金

将来の一定期間（原則3年）に
おいて、利用者に電気を
届けるために必要な費用

発電所や送電線などの
建設に掛かる資金の
調達費用（資本コスト）

●燃料費
●修繕費
●人件費
●公租公課
●減価償却費
●購入電力料
●その他経費

発電所 送電線

柱上変圧器
（低い電圧に変換）

産業用などの利用者
（高い電圧で受電）

一般家庭の利用者
（100～200ボルトで受電）

変電所でさらに
低い電圧に変換

変電所で
低い電圧に変換

高い電圧で
送電

配電線

「総括原価方式」とは？

　それでは、これまで説明した基本料金の金額や電力量料金の単価などはどのよう

に決まっているのでしょうか。

　現在、日本の電気料金は「総括原価方式」と呼ばれる方法で決められています。なお、ガ

ス料金や水道料金も同様の方式で決められています。ここでは、総括原価方式とはどのよ

うなものなのか、また、これまでどうしてそのような考え方が採用されてきたのかについ

て説明します。その上で、最近、一部のテレビや新聞・雑誌で報道されているような総括原

価方式に対する批判が本当に的を射たものなのかについて触れてみましょう。

　総括原価方式では、まず、電力会社が将来において電気を供給するために必要だと

見込まれる費用の総額を計算します。ここから、発電した電気を他の電力会社に販売

した場合に見込まれる収入などの「控除収益」を除いたものを「総原価」といい、現在

では、将来3年間の見込みに基づいて計算されています。

　ここで、もう一度、資料1－1（2ページ）をご覧ください。電力会社は、この総原価に

相当する収入額が得られるように、①の基本料金の金額と、②の電力量料金の単価を

計算しています。この際、電気の利用者の種類に応じて、料金の設定が変わります。つ

まり、工場やオフィスといった産業用の利用者向けと、私たちのような一般家庭の利

用者向けで、料金が異なるのです。

　電気は、送電線や配電線を使って送られますが、その際にロスが生じます。一般に、

電圧が低く、送られる距離が長い方が、電気のロスが大きくなります。そのため、送電

ロスを少なくし、効率的に送電するため、発電所で作られた電気はいったん高い電圧

（例えば50万ボルト）に変換されます。その後、段階的に電圧が下げられ、私たち一

般家庭のもとに届くときには100～200ボルトになっています（資料1−2参照）。

　一方、産業用の利用者は、より高い電圧（例えば2万ボルトなど）のままで、電気を受

け取ります。つまり、より低い電圧の送電線や配電線を利用していないのです。また、

高い電圧の方が送電ロスも少なくて済みます。

　家庭用と産業用のこのような違いを考慮し、掛かる費用を反映してそれぞれの電気

料金（①基本料金と②電力量料金）が設定されます。結果的に、使用する設備が少な

く、送電ロスも少ない産業用の料金の方が、安い設定になっているのです。

　このように設定された、各利用者別の料金収入の合計は、資料1－1（2ページ）に示

すように、総原価と一致するようになっています。総括原価方式における総原価の算

定方法は、資料1－3の式の通りです。

電気料金第 1 章

注： 実際の総原価は、営業費と事業報酬の合計額から、控除収益を引いて計算される。

■資料1ー2／電気が利用者に届くまで

■資料1ー3／総原価の計算式
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事業報酬 レートベース 報酬率

「営業費」とはどんな費用？

　総原価の構成要素である「営業費」とは、電力会社が電気を発電し、その電気を皆

さんに送り届けるために必要となる費用です。この費用には、電力会社で働く社員に

支払われる人件費や、発電所で電気を作る際に必要となる燃料費、電力会社が国や自

治体に支払う税金など、さまざまな費用が含まれています。

　なお、ここで注意していただきたいのは、営業費として認められるのは、過去に電

力会社が実際に使った金額ではなく、将来において必要と見込まれる額であることで

す。例えば、仮に過去に電力会社が無駄遣いをしていたとしても、それがそのまま原

価として計上され、利用者に請求されるわけではないのです。

　したがって、電力会社が値上げを申請した際に、政府はその料金水準が適切かどう

かを審査することになりますが、営業費については、「今後は、◯◯○の観点から費用

削減が見込まれるから、それを加味しよう」であるとか、反対に「今後は、従来よりも費

用が必要となりそうだから、その分だけ増額を認めよう」といった観点で営業費の査

定を行うことになります。

「事業報酬」とは

　総原価のもう1つの構成要素が、「事業報酬」です。営業費とは別に、なぜ事業報酬

を総原価に加える必要があるのでしょうか。この点に疑問をお持ちの方も多いかもし

れません。

　電力会社は、発電所や送電線、変電所といった設備の建設に、巨額の資金を必要と

します。この設備ないしはその資金のことを、電気事業では「レートベース」と呼びま

す。もちろん、どんな設備でも電力会社のレートベースとなるわけではなく、先ほどの

営業費の場合と同様に、電気を供給するのに真に必要と認められる設備に限って、レ

ートベースの一部とすることが認められます。

　そして、その建設に要する資金を調達するためには、利息や配当を金融機関や投資

家に支払う必要があります。金融機関や投資家に支払うこれらの費用（「資本コスト」

と呼ばれます）の捻出に必要なものが、「事業報酬」なのです。

　仮に営業費のほかに、事業報酬が総原価の一部として認められなければ、電力会社

は投資に必要な資金を調達できなくなり、結果的に経営は成り立たなくなってしまい

ます。このように、事業報酬は、電力会社が民間会社である以上、負わなければならな

い資本コストを捻出するために不可欠なものなのです。決して、電力会社の役員や従

業員が受け取るためのお金ではありません。

　電気事業では、事業報酬は、上記の「レートベース」に、銀行の利息や株式の配当率

などを参考に定められた「報酬率」を掛けあわせて資料1－4のように計算されます。

　最近、この事業報酬について、「電力会社のもうけである」として批判する声が聞か

れます。しかし、事業報酬は、いわゆる「もうけ」や「利益」とは異なります。利益とは、企

業の実際の売上高から費用を差し引いたものです。投資をした際に借入れた資金に

対する利息や株主への配当、いわゆる資本コストもここから支払われます。一方で、事

業報酬は、料金を算定するための資本コストに関する事前の想定にすぎません。つま

り、他の産業でいうと、商品の販売価格を決定する際に、資本コストを支払うための利

益をどの程度想定するか、という概念に相当するといえるでしょう。

電気料金第 1 章

■資料1ー4／事業報酬の計算式
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　電力会社の実際の売上高や費用は、他の企業と同様に、さまざまな要因によって想

定よりも増加したり、減少したりします。したがって、事業報酬が認められているからと

いって、電力会社に一定の利益が保証されているわけではないのです。

　また、事業報酬については、「原子力発電所などの設備を作れば作るほど、その分だ

け事業報酬も増えるので、電力会社がもうかる非効率な制度である」といった主張も

あります。しかし、設備を作るための投資を行うと、確かに事業報酬は増えますが、そ

の分だけ支払う必要のある資本コストも増えているのです。

なぜ「総括原価方式」が採用されたのか

　これまで総括原価方式の仕組みについて説明しましたが、先にも触れたように、最近

では一部のテレビや新聞・雑誌などにおいて、この総括原価方式が「非効率の温床であ

る」「電力会社に損をさせない仕組みで、消費者のためにならない」と批判されていま

す。しかし、この方式が採用されてきたことには、相応の理由があります。

　というのも、資料1ー5でも分かるように、かつての高度経済成長期には、経済の成

長や人口の増加に伴い電力需要も急速な伸びをみせていました。こうした経済成長

を支えるために、右肩上がりの電力需要に見合うだけの発電所や送電線を迅速に建

設することが、社会からの電力会社に対する強い要請でした。電力会社は、そうした投

資を賄うための莫大な資金を必要としましたが、これら設備の建設には、用地取得や

国の許認可、そして建設工事に数年から十数年といった長い年月を要することになり

ます。したがって、投資家から安定的な資金を得て、発電所などの建設に長期的に取

り組むためには、費用を安定的に回収できる総括原価方式という仕組みが必要だっ

たのです。

　このように、わが国の電気の安定供給と経済発展を支えてきたという意味で、総括

原価方式が果たしてきた役割は大きいといえるでしょう。

　また、今日においては電力需要の伸びは鈍くなっていますが、だからといって、「も

はや総括原価方式は不要である」と言い切れないことも事実です。なぜなら、過去に

建設された設備も、いずれ建て替えが必要な時期がやってくるからです。現在、日本

の電力会社の多くの設備、とりわけ送電線などの流通設備が耐用年数を迎える時期

が迫ってきています。老朽設備の更新・建て替えのための資金の調達は、日本の電気

事業が抱える大きな課題の1つとなっています。

電気料金第 1 章

■資料1ー5／経済成長と需要電力量

出典：内閣府 国民経済計算、電気事業連合会 電力統計情報を元に作成
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日本の電気料金は高いの？

　ここまで、電気料金の仕組みについて説明してきましたが、ここからは料金の水準

に焦点を当ててみましょう。

　皆さんはよく、「日本の電気料金は高い！」という話を耳にしませんか？

　実は1990年代にも、このような指摘がなされていました。事実、当時の日本の電気

料金は、諸外国と比較してかなり高かったのです。国際機関であるOECD（経済協力

開発機構）のレポートに、「OECD諸国の中で最も高い水準」とまで記されたこともあ

りました。

　それでは実際にデータで確認してみましょう。資料1−6をご覧ください。これは

1995年の電気料金を国際比較したもので、縦軸が家庭用料金、横軸が工場やオフィ

ス向けの産業用料金を示しています。この資料は、左下ほど電気料金が安く、右上ほ

ど高い、という構図になっていますが、一目瞭然、確かに日本の電気料金は諸外国と

比較して割高であったといえるでしょう。

　このように、割高といわれた日本の電気料金を引き下げることは、当時の政治的な

課題の1つとして考えられていました。そこで、「電力自由化」によって電気事業の規制

を緩和し、競争原理の導入によって電気料金を引き下げようという試みが1995年か

ら段階的に始まりました。世界的にみると、このような電力自由化の潮流は、1990年

代の初頭、イギリスやノルウェーから始まり、欧米諸国に波及しています。日本の自由

化も、この世界的な潮流に乗ったものといえるでしょう。

　また今後、2016年を目途に小売の全面自由化も予定されています。全面自由化と

は、極めて簡単に言うと、「私たち一般家庭の利用者も、電気を買う電力会社を自由に

選ぶことができる制度」ですが、これについては、また第5章で詳しく説明します。

電気料金第 1 章

■資料1ー6／電気料金の国際比較（1995年・税込み）

注：アメリカについては EIAデータに基づき､ 電気料金が高い州と安い州を点線で結んでいる。
出典：IEA Energy Prices and Taxes等を元に作成
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　さて、電気料金の水準の話に戻りましょう。日本で自由化が始まってから、すでに15

年以上が経過しました。15年も経てば、当然のごとく電気事業を取り巻く環境は変化

します。果たして日本の電気料金はどうなったのでしょうか？

　ここで、資料1ー7をご覧ください。これは、2012年の電気料金を国際比較したも

のです。この資料からは、現在においては諸外国との電気料金の格差は大幅に縮小さ

れていることが分かります。特に家庭用については、日本より高くなっている国もいく

つかみられます。2012年は円高が進んでいた年でもあり、為替レートを利用して円

換算すると、わが国の料金は相対的に高めになりますが、このような不利な条件での

換算でも、わが国よりも割高な国があるのです。

　このように、15年前の日本の電気料金が諸外国と比較して極端に割高だった状況

からはかなり改善され、諸外国との料金格差は縮まっています。その原因は、大きく分

けて2つあります。1つは、このおよそ15年の間に諸外国の電気料金が上昇したこと、

もう1つは、日本の電気料金が下がったことです。

　なお、資料1ー8では、この間の各国の家庭用電気料金の推移の比較を示していま

す。各国の物価変動の影響もあり一概には言えないものの、この資料からは、諸外国

が上昇傾向なのに対し、日本の料金だけは2010年まで下落傾向にあることが分かり

ます。

■資料1ー8／各国の家庭用電気料金の推移（税込み）

出典：IEA Energy Prices and Taxesを元に作成

電気料金第 1 章

注1： 韓国については2009年、スペイン・カナダについては2011年データを利用。
注2： アメリカについては、EIAデータに基づき、2011年の電気料金が高い州と安い州を点線を結んでいる。

■資料1ー7／電気料金の国際比較（2012年・税込み）

出典：IEA Energy Prices and Taxes等を元に作成
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諸外国の電気料金はなぜ上昇しているの

　実は、諸外国の電気料金の上昇に最も大きな影響を与えているのが、2000年以降

の世界的な化石燃料価格の高騰です。資料1ー9は、世界の石油と天然ガスの価格の

推移を示しています。天然ガスについては、地域ごとに価格が異なるため、それぞれ

の地域について、アメリカは天然ガスの市場価格であるヘンリーハブ（HH）価格、日本

とヨーロッパは液化天然ガス（LNG）の輸入価格を示しています。

　この図から、石油・天然ガスともに、2000年以降からリーマンショックが起こるまで

の2008年後半にかけて上昇していることが分かります。それ以降は、地域によって価

格動向が大きく異なっており、特にアメリカの天然ガス価格が安価に推移しているの

が特徴的です。これについては、第2章で改めて説明します。

　ヨーロッパのLNG価格に着目すると、1999年から2008年後半にかけて、4倍以上

も上昇しています。そのため、特に天然ガスや石油などの化石燃料を利用する、火力

発電比率が高い国々は大きな打撃を受け、電気料金の上昇を余儀なくされました。ド

イツ、イタリア、イギリス、スペインなどの国々です。

■資料1ー9／化石燃料価格の推移

出典： 財務省 貿易統計、IEA Energy Prices and Taxes等を元に作成
注：ヨーロッパLNG価格は、2011年まではIEA統計、同年以降は国連貿易統計に基づく。

電気料金第 1 章
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各国の電気料金の背景コラム
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　資料1－7（11ページ）を見ると、確かに日本と諸外国の電気料金の差は、以前より
も小さくなっていることが分かります。とはいえ、日本よりも安い国があるのも事実で
す。実は、各国の電気料金が高かったり、安かったりするのには、それぞれの背景があ
ります。簡単にそれらを紹介していきましょう。
公租公課の影響
　ドイツやデンマークは、家庭用の料金が日本よりも高い国ですが、実は、税金や環
境関連の賦課金（公租公課）が高いことが原因の1つになっています。料金の半分程
度を、公租公課が占めているのです。ドイツの状況については、第4章で詳しく紹介し
ます。
電源構成の影響（資料1ー10参照）
　本編中でも紹介しましたが、ドイツ・イタリア・イギリス・スペインなどの国々は、火力
発電の比率が高い国で、燃料価格高騰の影響を受けて、近年、料金が上昇し続けてい
ます。
　一方、フランスやカナダは、電気料金が安定的に推移しています。フランスは原子
力発電が75%ほど、カナダは水力発電が約60%を占めています。また、アメリカは州
によって状況がかなり異なりますが、中でも電気料金の安い州は、安価な国内炭発電
か水力発電が主流となっています。一般に、ガスや石油といった価格変動の大きい燃
料による火力発電に依存していない国・地域は、料金が安価で、安定している傾向が
あります。
　このように、電源構成は電気料金を決定付ける重要な要素の1つなのです。

政府による介入の影響
　韓国・フランスは、日本よりも電気料金が安い国です。実は、電気料金が政府によっ
て安価に規制されています。スペインも、家庭用料金については日本よりも少し高い
のですが、政府によって料金が安価に抑えられています。
　このように、燃料費が上昇しているにもかかわらず、政府によって電気料金が安価
に抑えられている場合、そのしわ寄せは電力会社にきます。実際、韓国やスペインで
は電力会社の赤字が問題となっています。
　これらをみると、背景がいろいろと違いすぎて、同列に比較すること自体が無理な
のかもしれません。安価な国内炭や水力は、地理的あるいは地質的な条件に依存する
ので、日本はこれらの電源を好きなだけ増やすようなことはできません。また、政府が
料金を低く抑えている国との料金格差を解消することも容易ではありません。電気料
金の数字を見て、あの国よりも高い・低いと論じるよりも、その背景をしっかり把握す
ることの方が重要といえるでしょう。

電気料金第 1 章

■資料1ー10／主要国の電源構成(2012年の発電電力量ベース）

注：再生可能エネルギーには、バイオマス・廃棄物発電を含む。
出典：IEA World Energy Statisticsを元に作成
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日本の電気料金は、なぜ低下しているのか

　それでは、石油や天然ガスを燃料とする火力発電を多く保有しており、ヨーロッパ

諸国と同じように燃料価格上昇の影響を受けている日本の電気料金は、なぜ2010年

まで低下していたのでしょうか？

　資料1ー11をご覧ください。これは、日本の10電力会社の販売電力量当たりの営業

収入・費用・利益の変化（1995年度比）を示したものです。この資料の折れ線グラフで

表示している「営業収入（料金単価）」は、販売量当たりの収入、大雑把に言えば料金水

準を示したものです。ここでは料金単価が低下している要因を、「費用」の変化と、「利益

（収入から費用を引いた数値）」の変化に分けて棒グラフで表しています。特に費用に

ついては、「燃料費」とそれ以外（資料1ー11では「その他費用」として表示）に分けてあ

ります。

　この資料からは、日本においても燃料費が増加しているものの、それ以上に、その

他の費用の削減が進んでいること、さらには電力会社の利益も減少していることが分

かります。これらによって、2010年までは、日本の電気料金は低下してきたといえます。

　なお、その他の費用の削減には、主に、新たな設備投資の抑制（減価償却費の減少）

が効いています。その他に、発電所などの効率化も貢献していると考えられます。

最近の電気料金の値上げ申請の背景は？

　このように、日本の電気料金はこの15年間で徐々に下がってきました。しかしながらそ

の一方で、現在多くの電力会社においては、電気料金の値上げが行われようとしてい

ます。その背景には、諸外国と同様の燃料価格の上昇に加え、原子力発電所が停止し

ていることに大きな要因があります。

　第2章ではこの燃料費に着目して、電気料金値上げの背景をさらに読み解いていき

ましょう。

出典：電気事業連合会 電力統計情報を元に作成
注： 棒グラフの増加分と減少分を合計すると、折れ線グラフの値と一致する。

■資料1ー11／収入単価（料金）の変化の要因

電気料金第 1 章
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火力発電と燃料費第 2 章

原子力発電停止の影響

　福島第一原子力発電所の事故以降、定期点検のために順次停止していった全国の

原子力発電所は、その後、2013年7月に原子力規制委員会が新たに策定した安全確

保のための規制基準を満たすと確認されるまでは、再稼働が認められないことになり

ました。その結果、2011年5月に北海道電力の泊原子力発電所3号機が定期点検に

入ったことで、わが国の原子力発電所は全て停止状態となりました。同年7月に関西

電力の大飯原子力発電所3、4号機が再稼働していますが、その後、2013年9月には

再び定期点検に入っているため、再度「原子力ゼロ」の状況となっています。

　資料2ー1は、原子力発電所停止前の2010年度と停止後の2011年度以降の、日本

の電源別の発電電力量を比較したものです。停止後の1年で、原子力による発電電力

量は3分の1にまで減り、そのシェアも10%程度になりました。さらに、2012年度の原

子力発電電力量は2010年度の20分の1程度で、シェアは2%以下まで小さくなってい

ます。

代替電源としての火力発電

　減ってしまった原子力の発電電力量をカバーするために、替わりに発電を増やした

のが火力発電です。中でも、天然ガスを燃料とするガス火力発電の割合が大きくなっ

たことが資料2ー1から分かります。

　ここで、同じ火力発電でも、石炭があまり増えていない理由についても説明してお

きましょう。石炭は、燃料費が相対的に安いことから、原子力発電所が停止する前から

ほぼフル稼働していました。つまり、原子力発電所の停止後、追加的に発電する余裕

はほとんどない状況だったのです。

　石炭と比較して、天然ガスや石油は夏場などの最も電力消費の多い時期に備えて

発電設備を保有していたため、原子力発電所の停止後も追加的に発電する余裕があ

りました。これに加え、老朽化して休止していた発電所を稼働することなどによって、

原子力発電の減少分をカバーしたのです。

■資料2−1／日本の電源別発電電力量

出典：電気事業連合会のデータを元に作成

　第1章では、日本の電気料金の仕組みについて解説し、諸外国では2000年代に
入ってから電気料金の値上がりが続いているのに対し、日本では料金水準が下がる
傾向であったことを説明しました。しかし、東日本大震災により原子力発電が停止す
る中、電力各社による電気料金の値上げ申請が相次いだことは、皆さんの記憶に新し
いところではないでしょうか。
　第2章では、この料金値上げの背景について、火力発電とその燃料費に注目しな
がら解説していきます。原子力発電所の停止以降の火力発電の増加と、液化天然ガス
（LNG）などの化石燃料費の急増、さらにそれらが電力会社の経営を圧迫していること
などを、データを用いながらみていきます。さらに、燃料であるLNGの価格の決まり方
や、最近話題になっているアメリカからのLNG輸入などについても解説しましょう。

注：10電力会社計、他社からの受電分を含む。
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急増する燃料費

　火力発電所で電力を作るためには、燃料が必要となります。発電電力量が増えれば、当

然、消費する燃料も増え、それらを購入するために電力会社が支払う燃料費も増えること

になります。

　日本国内における、石油・天然ガス・石炭といった化石燃料の生産量は極めて少なく、

ほとんどを輸入に頼っています。中でも、天然ガスは気体なので、輸送するのが非常に困

難です。そこで、天然ガスをマイナス162℃の超低温で冷却し、液化して体積を約600分

の1にして、輸送しやすくしたものが液化天然ガス、すなわちLNGです。日本は、LNGの状

態で天然ガスを輸入しています。

　資料2ー2は、LNGの輸入量と輸入価格の推移を示しています。輸入量は月ごとに異な

るので一見分かりにくいですが、太線で表した月次輸入量の年度平均を見ると、震災以

降LNGの輸入量が増えていることが分かります。2011年度は、前年度より2割程度、年間

で1,200万トンほど増加しました。

　また同時に、資料2ー2では輸入価格自体も上昇していることが分かります。第1章でも

説明しましたが、燃料価格の上昇は世界的な動向です。この資料からも、震災前から上昇

傾向にあったことが分かります。

 しかし、実は震災直後、価格上昇率は少し高くなっているのです。これは、「日本のLNG

需要が増えている」、と市場が判断した結果、LNGの市場価格が上昇したことに起因して

います。これについての詳細は、第3章で説明しましょう。

電力会社の財務状況の悪化

　電力会社の燃料費は、燃料の「購入量」×「価格」で求めることができます。震災以

降、LNGの購入量が増えるのみならず、さらに価格も上昇したものですから、ダブルパン

チで燃料費が上昇してしまいました。

　資料2ー3（次ページ）は、電力会社10社の営業費用の内訳を示しています。燃料費の

割合は2010年度で26%だったのが、2012年度には40%まで増えています。会社によっ

ては、49%にまで至っているところもあります。

■資料2ー2／日本のLNGの輸入量と輸入価格の推移

出典：財務省 貿易統計を元に作成

火力発電と燃料費第 2 章
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0

5

10

15

2010年度 2011年度 2012年度

その他費用

購入電力料

減価償却費

修繕費

燃料費

人件費

営業収入

兆円

11%

26%

11%

15%

15%

22%

18%

16%

11%

8%

40%

8%

18%

15%

12%

9%

36%

9%

　一方で、人件費は10％程度です。よく報道などで、「人件費を削ればいい」という論調

を聞きますが、仮に人件費を全て削ったところで、燃料輸入量が5％増えて、価格が5％上

昇しただけで、その効果は吹き飛んでしまいます。それほど、燃料費上昇の影響は大きい

のです。

　この燃料費の上昇が影響して、2011年度以降は電力会社の費用が収入を上回り、一部

の電力会社を除き、軒並み赤字決算となりました。資料2－3においても、2011年以降、費

用を示す棒グラフが、収入を示す折れ線グラフを超えています。このような赤字経営を続

けることは、電気事業を継続していく上で致命的な支障をきたします。そこで、「電気料金

の値上げを行って財務状況を改善させる必要がある」、というのが今回の料金値上げの背

景といえます。

燃料費調整制度

　ところで、第1章では『燃料価格の変化を毎月の電気料金に素早く反映できるように、

「燃料費調整制度」という仕組みが採用されている』という説明をしました。「このよう

な仕組みがあるのなら、燃料価格が上昇しても、この制度で費用を回収できているのだ

から、赤字にはならないはずだし、改めて値上げをする必要はないのでは？」という疑問

が湧くでしょう。この疑問を解くために、ここで燃料費調整制度について、詳しく解説し

ます。

　電気を作るための燃料（石油・LNG・石炭）の価格は、世界のエネルギー市況や為替相

場などにより大きく変動します。燃料費調整制度は、これらの価格変動を電気料金に迅速

に反映させるため、その変動に応じて、毎月自動的に電気料金を調整する制度です。

調整方法の概要

　電力需要の変動や家庭用・業務用・産業用の利用者の割合は、電力会社の供給地域ごと

に異なっています。また、各発電所の運転特性や発電効率も異なっています。電力各社は、

それらをすべて考慮して将来の電力の供給計画を立てて、その実現のために適切な電源構

成と燃料消費を設定しています。この設定に基づいて、単位の異なる原油（キロリットル）・

LNG（トン）・石炭（トン）の想定消費量を熱量に応じていったん全て原油換算した上で、そ

れぞれの構成比率を考慮した「換算係数」を燃料種別に算出します。電力会社は一般にこ

の係数を「α・β・γ」と表記しています。

火力発電と燃料費第 2 章

出典：電気事業連合会 電力統計情報を元に作成

■資料2ー3／営業費用の内訳（10社計）
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マイナスの調整価格（④－）
＝①－②

申請時の①より
値上がりした場合の
②平均燃料価格

△社の認可申請時の
①基準燃料価格

申請時の①より
値下がりした場合の
②平均燃料価格

※「基準単価」とは、原油換算1キロリットル当たりの平均燃料価格が、1,000円変動した場合に調整される金額。各社
がそれぞれに事前に定めている値で、家庭用の場合はおよそ15～30銭程度。なお、計算式において1000で割られてい
るのは、1円変動した場合の額に単位を合わせるため。

燃料費調整額　＝　±⑥燃料費調整単価　×　1カ月の電力使用量

調整の上限価格（①の1.5倍）
△社が②平均燃料価格より
高く調達した場合の
③実績燃料価格

調達の過不足

△社が②平均燃料価格より
安く調達した場合の
③実績燃料価格

⑤-

⑤+

プラスの調整価格（④+）
＝②－①

⑥燃料費調整単価　＝　調整価格（④+または④－）　× 「基準単価」
1000

料金改定認可申請日

●「輸入価格」：貿易統計における各燃料ごとの全日本平均値。

●「平均価格」：
料金算定する月の5カ月前～3カ月前の
3カ月分の輸入価格の平均値。

料金算定月
1月 2月 3月 4月 5月

原油

平均価格

申請価格

実績価格

△
社
の
原
油
の
換
算
係
数
α

LNG

申請価格

平均価格

実績価格

石炭△
社
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
換
算
係
数
β

申請価格

平均価格

実績価格

△
社
の
石
炭
の
換
算
係
数
γ

③実績燃料価格

①基準燃料価格

②平均燃料価格

●「申請価格」：
△社の電気料金改定認可の申請日の
直近3カ月分の輸入価格の平均値。

6月

●「実績価格」：
同時期の△社の
燃料調達の実績値。

× ＋
＋
＋

＋
＋
＋

＝
＝
＝

×
×

×
×
×

×
×
×

電気料金改定のとき
に換算係数α・β・γと、
①基準燃料価格、基
準単価を設定する

財務省が公表する
貿易統計に基づき
②平均燃料価格が
算定される

⑥燃料費調整単価
に毎月の使用電力
量を乗じて燃料費調
整額を算出する

①基準燃料価格と
②平均燃料価格との
差と基準単価を基に
⑥燃料費調整単価
が算定される

　燃料費調整の流れ

　資料2－4をご覧ください。算出した各社の換算係数と、変動する（時点によって異な

る）燃料価格をもとに、毎月の燃料費調整額が決められていきます。

　それぞれの燃料について、日本の貿易統計における全ての燃料購入者の輸入価格の平

均値を、「全日本平均輸入価格」といいます（以降では、『輸入価格』と呼びます）。この価格

は、日々変動しています。料金改定認可申請日の直近3カ月分の輸入価格の平均値(資料

2ー4の「申請価格」)に、各社の換算係数を掛けあわせて足したものを①「基準燃料価格」

といいます。また、毎月の料金算定時の5カ月前〜3カ月前の3カ月分の輸入価格の平均値

（資料2ー4の「平均価格」）に、換算係数を掛けあわせて足したものを②「平均燃料価格」

といいます。さらに資料2－4では、説明のため、各社の燃料調達の実績価格に、換算係数

を掛けあわせて足したものを③「実績燃料価格」としています。

　次に、資料2－5をご覧ください。燃料費調整制度では、料金認可の申請時の①基準燃

料価格と毎月の料金算定時に利用する②平均燃料価格との差額が調整されます。①より

②が値上がりしていれば、その差額（④＋）はプラスの調整価格となり、逆に値下がりして

いれば、差額（④－）がマイナスの調整価格となります。

　このようにして調整された価格に、各電力会社がそれぞれ事前に定めている、変動を

調整するための「基準単価」を掛けあわせることで、⑥「燃料費調整単価」が計算されま

す。そして、この単価に私たちが実際に使った1カ月分の電気の使用量を掛けあわせた額

が、その月の「燃料費調整額」となり、私たちの電気料金に加算もしくは減算されて請求

されるのです。月々の燃料費調整額と1kWh当たりの燃料費調整単価は、毎月私たちの

自宅に届く「電気ご使用量のお知らせ」に記載されています。

■資料2−5／△社における燃料費調整額の計算方法（その2）

火力発電と燃料費第 2 章

■資料2−4／△社における燃料費調整額の計算方法（その1）
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燃料費調整制度の特徴

　ここでポイントなのが、調整する対象に、各社が実際の購入に要した③実績燃料価格

ではなく、②平均燃料価格を利用しているところです。

　再び資料2ー5（26ページ）をご覧ください。ここで、②平均燃料価格が申請時の①基準

燃料価格よりも値上がりし、プラス調整（④＋）が行われたときを想定しましょう。この場

合の③実績燃料価格は、契約時期、契約数量、契約期間などの条件によって各社で異なっ

ているので、もしもある△社が、②平均燃料価格より安く燃料を調達していれば、その会社

の調整額（④＋）は、実際に掛かった費用③より⑤＋の分だけ大きくなります。一方で、平均

より高く調達していれば、掛かった費用が⑤－分だけ回収できません。すなわち、平均より

安く調達すれば、より有利に調整されることから、会社間でより安く調達しようという競

争が働く制度になっているのです。

　また、調整の幅にも限度が設けられていて、①基準燃料価格の1.5倍までしかプラスの

調整が行えないことになっています。一方、マイナスの調整は、下限は設けずに行うことに

なっています。

　このような調整分の料金への反映は、資料2ー6に示すように、例えば1月～3月の3カ月

間の②平均燃料価格に基づき、6月の調整分が計算され、電気料金に反映されます。次の2

月～4月分は7月の電気料金に反映され、以後、1カ月ずつスライドしていきます。

　なお、先ほど説明した通り、燃料費調整制度における電気料金の調整は、電力各社の

供給計画に基づく電源構成（各燃料の換算係数）を前提としています。この制度は、燃料

の価格が上昇した場合には、燃料費を調整しますが、電源構成が変わって火力発電の比

率が増え、燃料の消費量が増えた場合には対応していません。したがって、今回のような

原子力発電所の停止により電源構成が変化し、それに伴って燃料費が増加した分は、燃

料費調整制度では回収できない仕組みなのです。

　回収できない分を穴埋めするため、電力会社は燃料費以外のさまざまな分野で経営効

率化に取り組んできましたが、それでもカバーしきれなくなったことから、今回のように電

気料金の値上げが必要になったというわけなのです。

火力発電と燃料費第 2 章

■資料2ー6／平均燃料価格算定期間と料金反映タイミング
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燃料費が1割増加し、同時に設備費を
1割削減できたら

産業用料金：15円/kWh（想定）

設備費
25％

設備費
25％

設備費
22.5％
設備費
22.5％

燃料費
77％

燃料費
77％

設備費
50％

設備費
50％

燃料費
45％

燃料費
45％

燃料費
70％

燃料費
70％

電気料金収入を
100とした場合の

割合（想定）

電気料金収入を
100とした場合の

割合（想定）

「産業用」
利益0.75円/kWh

「家庭用」
利益1円/kWh

「産業用」
利益0.075円/kWh

「家庭用」
利益1.1円/kWh

家庭用料金：20円/kWh（想定）

利益 5％

「産業用」と「家庭用」の販売電力量が同じ場合…
利益率は同じ5％でも「家庭用」の利益は「産業用」の1.3倍

電気料据え置き産業用料金：15円/kWh（想定） 家庭用料金：20円/kWh（想定）

電気料金収入を
100とした場合の

割合（想定）

電気料金収入を
100とした場合の

割合（想定）

利益 5.5％

利益 0.5％

14.7倍「産業用」と「家庭用」の販売電力量が同じ場合…
「家庭用」の利益は「産業用」の

設備費
45％

燃料費
49.5％

「産業用」
燃料費 1割増：70％×0.1
　　　　　　＝7％（増加）
設備費 1割減：25％×0.1
　　　　　　＝2.5％（減少）

差引費用
＋4.5％

「家庭用」
燃料費 1割増：45％×0.1
　　　　　　＝4.5％（増加）
設備費 1割減：50％×0.1
　　　　　　＝5％（減少）

差引費用
－0.5％

　第1章でも解説したように、家庭用と産業用の料金は、掛かる費用の違いを反映して、
それぞれ設定されています。一般に、産業用の利用者の方が高圧で受電しており、より低
い電圧の送電線や配電線を利用していないため、負担すべき費用における設備費の割合
は家庭用よりも小さく、逆に燃料費などが大きくなります。一方で、家庭用の利用者の方
は、産業用と比較して設備費の割合が大きく、燃料費の割合が小さい特徴があります。
　このような特徴があるので、実は、燃料費が変化した場合、その影響を強く受けるの
は産業用の利用者です。
　簡単なケースを考えてみましょう。資料2－7をご覧ください。電気料金収入を100とし
て、設備費：燃料費：利益（＝収入－費用）の割合が、産業用では25％:70％:5％であり、家
庭用では50％:45％:5％とします。もし燃料費が1割増加したとすると、産業用の費用は70
％×0.1＝7％増加します。一方で、家庭用の費用増加は45％×0.1＝4.5％にとどまります。
　仮に、燃料費の増加と同時に、電力会社が設備費を1割削減できたとしましょう。費
用削減分は産業用では25％×0.1=2.5％にすぎず、燃料費増加分の7％を補うことはで
きません。一方家庭用では50％×0.1=5％減ですから、上記の燃料費増加分4.5％を打
ち消すことが可能です。
　東日本大震災の後、原子力発電の停止に伴って、火力発電でその不足を補ったため、
燃料費が増加しました。本編でも紹介したように、燃料費調整制度は、燃料価格の上昇
に伴う費用増分に対応した制度ですが、電源構成が変わり、燃料の消費量が増えてしま
った場合には対応していません。料金を値上げできないと、費用が収入を上回り、赤字
に陥ることもあります。特に、上記の例で示したように、産業用の利用者から得られる
利益の方が、赤字になる、もしくは小さくなるリスクが大きいといえるでしょう。
　一時期、「東京電力は、利益の9割を家庭用の利用者から稼いでいる」といった報道
がありました。これは、決して家庭用で暴利を得ていたということではありません。燃
料費がかさんだ影響で、産業用からの利益が極めて小さくなった場合は、そのようなこ
とも十分に起こり得るのです。むしろ、産業用の利用者から得られる利益が全体の1割
に減少してしまった、ということなのです。

火力発電と燃料費第 2 章

産業用の利用者の方が燃料費変動の
影響を大きく受けるのはなぜ？コラム

■資料2−7／燃料費上昇の産業用と家庭用電気料金への影響の違い（計算例）
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LNG価格 わが国の
原油平均輸入価格定数 係数

燃料費を安くするために

　電気料金値上げの背景には、LNGの輸入増加に伴う燃料費の急増が関わっていること

を説明してきました。増加した燃料費は、原子力発電所の停止分を補い、私たちが必要と

する電力を供給するための費用です。しかし、この費用を抑制できるにこしたことはあり

ません。それでは、燃料費を削減するためにはどうすればよいのでしょうか？

　まず、輸入するLNGの量を減らすことが考えられます。そのためには、原子力発電所を

再稼働し、LNG火力の稼働を減らすことが1つの方法です。また、LNGよりも安価な石炭

火力発電を増やすことや、発電所の熱効率を高めて燃料1単位当たりの発電電力量を増

やすことなども考えられます。しかし、これらは設備に関わることなので、対応に時間が

かかってしまいます。

　一方、輸入する燃料の単価を下げることでも、燃料費を下げることができます。しかし、

現実問題として、輸入単価を下げることは可能なのでしょうか？

　ここで、特にLNGについて輸入単価がどのように決まっているか、説明しましょう。

ＬＮＧ価格の決まり方

　日本では、買主である電力会社がLNGを購入するとき、売主と20年程度の長期間の

購入契約を結ぶのが一般的です。天然ガスを液化する設備などには多額な費用が掛かる

ため、売主は巨額の資金を銀行や投資家から借り入れる必要があります。資金を貸す側

も、それだけの巨額資金を貸し出すわけですから、回収できる保証を売主に求めます。そ

のためLNGの売主は、買主に対して、長期間にわたって購入を保証する長期契約を求め

るのです。

　一方で、電力会社やガス会社などの買主も、国内では電力やガスの安定供給を義務付

けられているため、長期にわたり安定的にLNGを調達することを望んでいます。結果的

に、売主・買主両者のニーズが一致して、長期契約が主流になっているといえるでしょう。

　売り主と買い主は、契約する際、価格決定方式を決めます。日本では、下の資料2ー8の

ようにわが国の原油価格に一定の係数を掛けて決めることが一般的です。

　これはオイルリンク方式と呼ばれ、この式の「定数」や「係数」を大きくするか、小さく

するかを交渉で決めることになります。

　LNGの生産プロジェクトが新規に立ち上がるとき、売主は投資の回収のため、早期に

買い手を見つけたがっています。そのため、新規に長期契約を結ぶこのタイミングであれ

ば、一般に売主は交渉に応じやすく、買主は交渉力を発揮できます。しかし、一度契約し

てしまった後は、長期契約の期間中に価格を見直す機会はあっても、価格決定方式自体

が変更されることはなく、交渉内容は係数の微調整にとどまります。また売主との交渉ご

とですので、一方的に買主に有利な交渉となることはほとんどあり得ません。つまり、すで

に契約済みのLNGの価格を安くすることは、原油価格が下がらない限りなかなかできな

いのが実態なのです。

火力発電と燃料費第 2 章

■資料2−8／LNG価格の決定方式
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アメリカのシェールガスへの期待

　第1章の資料1−9（14ページ）で示したように、近年、アメリカ国内では、天然ガスの

価格が低下しています。これは、これまで開発されてこなかった地下深く固い地層に含ま

れる「シェールガス」が、技術進歩によって経済的に採掘できるようになり、アメリカ国内

の天然ガス生産量が増えたことに起因しています（詳細については、35ページのコラム

参照）。現在ではアメリカは、資料2−9に示すように、ロシアを抜いて天然ガス生産世界

第１位となりました。

　「日本の電力会社も、この安価に推移するアメリカのシェールガスを輸入すれば、燃料費

が下がるはずだ」、という意見をよく耳にします。これは厳密に言えば、「シェールガスその

ものの輸入」ではなく、「シェールガス生産によって需給が緩和しているアメリカの天然ガ

スから作ったLNGの輸入」のことです。アメリカ政府は、まだ自由貿易協定（FTA）の結ばれ

ていない日本に対する輸出許可を、一部のLNG基地にしか出していません。しかし許可さ

れれば、2017年ごろから一部の会社が輸入を始める予定となっています。

アメリカの天然ガス価格

　アメリカの天然ガスは、アメリカ国内のガス価格指標であるヘンリーハブ（HH）価格

をもとに取引されています。第１章の資料1ー9（14ページ）で示したように、最も安かっ

た２０１２年４月ごろの価格はおよそ２ドル程度でした。一方、同時期の日本のLNG輸入

価格は１６ドル程度なので、「アメリカの８倍も高い！」と主張するメディアをよく見かけま

す。しかし、HH価格は気体の状態の天然ガスの価格です。日本が輸入するのは液化され

たLNGですから、HH価格に加えて、液化費用（およそ３ドル）や輸送に関わる費用（およ

そ３ドル）などを加えた価格と比較しなければなりません。つまり、２０１２年４月なら、2

ドル＋３ドル＋３ドル＝８ドルが、比較すべき価格であり、当時の日本の輸入価格の１６ド

ルは、その２倍に当たるといえます。この数値は、最も格差が大きな時期のものですが、

２０１３年に入ると、およそ１．６倍前後で推移しています。アメリカの天然ガスは安価に

推移しているのは事実ですが、実質的には８倍もの格差はないので注意が必要です。

　さて、アメリカからの輸入が見込まれるLNGは、一般にHHリンクのＬＮＧといわれてい

ます。先ほど示したわが国のオイルリンク方式では、原油価格がこの２０年で３倍程度ま

で上昇していますから、ＬＮＧの価格も同様に上昇してしまいました。このように、LNG

の価格が割高な原油にリンクしていることが問題なので、安価に推移するHHリンクのガ

スを輸入すべきだ、と主張されているのです。

■資料2−9／主要国・地域の天然ガス生産量の推移

出典：IEA World Energy Statisticsを元に作成
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「シェールガス革命」とは？コラム
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　シェールガスとは、「在来型」と呼ばれる通常の天然ガスとは異なり、地下深く、固い
頁岩（シェール）層に含まれ、これまでは採掘に費用が掛かって採算がとれず、採掘困難
といわれた「非在来型」天然ガスの1つです。近年、アメリカでは、このシェールガスの
生産が爆発的に増加しています。
　実は、アメリカでは、国内の在来型天然ガスの生産が減少してきていたため、2000
年代前半には、LNGによる天然ガスの輸入が必要であると、さかんに指摘されました。
これに対して、産ガス国では、アメリカのLNG需要が増えることを見込んで、ガス田の
開発や液化プロジェクトへの投資が盛んに行われたのです。
　しかし、2008年以降、状況は一変します。アメリカ国内の天然ガス価格が高騰した
ため、これまで経済的に採掘困難とされてきたシェールガスについても採算の見込みが
つき、開発投資が進んだのです。また、水圧破砕や水平掘削といった、シェールガスの
効率的な採掘を可能とする技術進歩も、生産増を後押ししました（資料2−10参照）。

その結果、アメリカの天然ガス供給において、2006年には2%に満たなかったシェールガス
のシェアは、5年後の2011年には34%にまで至っています（資料2－11参照）。急激な供給
力の増加は、同時に、アメリカ国内のガス価格の低下をもたらしました（資料1－9、14ペー
ジ参照）。このようなアメリカのエネルギー供給構造の急激な変化のことを、「シェールガ
ス革命」と呼んでいます。
　シェールガス革命は、実は間接的に日本にも大きな影響を与えています。もともとア
メリカへの輸出増加を期待してLNG生産に投資をした産ガス国は、2000年代後半に
は生産を開始しました。しかし、すでにアメリカはLNGの輸入の必要がなくなっていた
のです。急激にLNGが余り始めた時期に、東日本大震災が起こりました。日本は、LNG
を緊急調達しなければなりませんでしたが、十分な量が市場に出回っていたため、LNG
不足に陥らずに済んだのです。
　また、2017年ごろには、シェールガスによって天然ガス供給がだぶつき気味のアメリ
カから、日本への輸出が始まることが見込まれています。

火力発電と燃料費第 2 章

■資料2－11／アメリカの天然ガス供給の推移と見通し

■資料2−10／天然ガスの賦存と採掘のイメージ

出典：EIA Annual Energy Outlook 2013を元に作成
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2013年度の
料金改定における査定方針コラム

火力発電と燃料費第 2 章

アメリカＬＮＧの輸入で燃料費は下がる？

　ここで気を付けなければならないのは、HH価格はアメリカ国内の市場価格であるとい

うことです。市場価格は、アメリカの天然ガスの需給状況に応じて変動します。現在安価

に推移しているからといって、将来にわたって安価であり続ける保証はないのです。第1章

の資料1−9（14ページ）で示したように、実際に2006年ごろは、HH価格は日本のLNG

輸入価格を上回っていました。

　また、すでに説明したように、LNG取引は長期契約が主流なので、一度契約済みの

LNG価格について、買主の一方的な都合で、オイルリンクからHHリンクに変更することは

事実上困難です。長期契約が終了して、新たにアメリカ産LNGの購入契約を結ぶことは

可能ですが、しかし、それでHHリンクに置き換わるのは、日本のLNG全輸入量の一部に

すぎません。

　仮に、HH価格が将来にわたって安価に推移したとしても、アメリカからの輸入が始ま

ったからといって、すぐに全体の燃料費が下がるわけではないのです。少しずつ、安価な

LNGに置き換えていくしかありません。

安価な燃料調達にむけて

　現在、日本の政府は、電力会社の電気料金値上げ申請に対して、燃料調達費用を削減

するように要請しています。しかし、ここで説明したように、実際には燃料費を低減させる

ことは、そんなに簡単なことではありません。とはいえ、私たちの生活に密接に関わる電

気料金に影響する以上、電力会社には燃料費を安くする努力を期待したいところです。

　また、原子力発電所の再稼働も、今後の燃料費を左右する重要な要素であると説明し

ました。そこで次の第3章では、原子力発電について解説しましょう。

　本編で示したように、火力発電の燃料費は、電気料金のベースとなる原価の大きな部
分を占めています。したがって、原子力発電の停止を代替するために増大した火力発電の
燃料費の影響は大きく、電力各社は増加した費用を他の分野の経営効率化によりカバー
しようと取り組んできましたが、それでもカバーしきれなくなったことから、2013年10月
までに、東京電力、関西電力、九州電力、東北電力、四国電力、北海道電力、中部電力が
値上げ申請を行いました。
　2013年3月に示された経済産業省による関西電力および九州電力への電気料金の査
定方針では、増大する燃料費の抑制が強く要求されました。中でも震災以降に大きな消
費の伸びを示したLNGについては、新たな査定方式が採用され、両社にとって厳しい査
定が行われました。その結果、電気料金の値上げ幅は大幅に圧縮されることになったの
です。
　原価算定期間は向こう3年間ですが、その間に契約更改されるLNG購入契約について、
最初の2年間は、全ての電力会社のうち最も低い更改価格である「トップランナー価格」
のみが原価への算入を認められました。また、3年目については、アメリカのシェールガス
革命に由来する低廉なアメリカ産LNGの輸入開始を織り込んで、さらに低く設定されま
した。
　その結果、電力各社は、もし「トップランナー価格」より高い価格で調達する場合は、ト
ップランナー価格との差を電気料金を決める際の原価に反映できないため、電気料金と
して徴収することができなくなりました。したがって、安価な調達に向けたより強いイン
センティブが働くような仕組みといえるでしょう。
　一方で、上記のように、HHリンクのLNG輸入価格を、原価に一部織り込むことになりま
したが、織り込まれた価格より高い価格でしかLNGを調達できなかった場合には、電力
会社の経営をさらに圧迫することになります。
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原子力発電導入の背景

　わが国で原子力発電が導入されるきっかけとなったのは、1950年代中ごろから始まっ

た高度経済成長といえます。当時、年平均10％以上の経済成長に伴う、電力需要の大幅

な増加を支えていたのは、石油火力発電でした。日本は、国内でエネルギー資源がほと

んど産出されません。そのため、石油のほとんどは中東からの輸入に頼っていました。こ

の状況に対して、「輸入に頼ってばかりではいけない」、「国産のエネルギーが必要」、と

指摘されるようになり、そこで注目されたのが原子力発電なのです（資料3－1参照）。

　原子力発電は、ウランやプルトニウムが核分裂する際に発生するエネルギーを利用す

る発電方法です。一般に、1グラムのウラン235が生み出すエネルギーは、石炭3トン分、

石油2000リットル分に相当します（資料3ー2参照）。このように、少量のウランから

大量のエネルギーが得られるため、原子力発電は当時「夢のエネルギー」と呼ばれまし

た。燃料となるウラン自体は、オーストラリアやカナダなど外国からの輸入に頼っていま

すが、原子力発電費用（8.9円/kWh）の内訳を見ると、ウラン購入を含む燃料関係費用

（核燃料サイクル費用）は1.4円/kWhと2割弱にすぎず、発電所の建設や運転に掛かる

費用がより大きな割合を占めます。このような原子力発電の性格を指して、「準国産エネ

ルギー」とも呼ばれることがあります。

　世界で最初に原子力発電所が運転開始したのは、1954年の旧ソ連（ロシア）で、その

後、イギリスやアメリカ、フランスなどでも導入されていきました。日本で最初に商業運

転が行われたのが1966年のことで、イギリスの技術を導入した日本原子力発電株式会

社の東海発電所です。

原子力発電第 3 章

　東京電力福島第一原子力発電所の事故以来、国内で原子力発電をめぐってさまざ
まな議論が起こっています。福島第一原子力発電所の事故の様子は、映像として、テ
レビなどの各種メディアによって私たちに繰り返し伝えられました。これを見た多く
の人々は、改めて原子力発電を危険なものとして認識したことでしょう。各地でデモ
などが行われ、脱原子力の機運も高まっています。
　しかし、一方で、原子力発電がわが国で導入・利用されてきたことにも、それなりの
背景と事情があります。事故以降の原子力発電所の運転停止は、わが国の経済全体
に大きな影響を与えているのも事実です。
　そこで第3章では、わが国において原子力発電が導入されてきた経緯を改めて解説
するとともに、期待される役割や効果、さらにはリスクについて再確認してみましょう。

■資料3ー2／100万kWの発電所を1年間運転するために必要な燃料

■資料3ー1／主要国のエネルギー輸入依存度の推移（1962～2012年）

出典：電気事業連合会のデータを元に作成
注：濃縮ウラン燃料には、3％強のウラン235が含まれている。1グラム当たりのウラン235
　 に換算すると、およそ石炭3トン分、石油2000リットル分に相当する。

注1：1962、72、82、92、2002、12年のデータ。ロシアは1992年以降のデータのみ。
注2：マイナスは輸出を示す。

出典：IEA World Energy Statisticsを元に作成
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オイルショックとエネルギー・セキュリティ問題

　1973年、第4次中東戦争をきっかけに、第1次オイルショックが起こりました。世界の

原油価格が高騰したのです。高度経済成長期にエネルギーの大半を石油に依存してい

たわが国は、大打撃を受けました。多くのエネルギー資源を輸入に頼っていたことの脆

弱性が、一気に顕在化した出来事であったといえるでしょう。

　わが国の「エネルギー・セキュリティ」が国家の重要課題と位置付けられ始めたのは

この頃です。こうした中、先にも説明した通り、少量のウランから莫大なエネルギーを

得ることができる原子力発電は、資源を持たないわが国にとっては、とても魅力的な発

電方法であったのです。資料3ー3をご覧ください。原子力発電は、オイルショック以降、

その発電シェアを着実に伸ばしていきました。

　先ほど説明した通り、燃料となるウランは輸入していますが、発電費に占める割合は

2割程度であり、さほど大きな要因ではありません。またその産地も、カナダやオースト

ラリアなど、政情が安定する地域に広く存在しているため、政情不安定な中東に集中す

る原油と比較して、燃料の入手の点でも、原子力発電はエネルギー・セキュリティ的に

優れていると指摘されています。

発電費用

　原子力発電の優位性の1つに、その発電費用が挙げられます。資料3ー4は、電源別の

発電費用を政府が試算したものです。この数値からは、確かに原子力発電が、他の発電

方式よりも有利であることが分かります。これは、繰り返しになりますが、ウラン1単位

から得られるエネルギー量が莫大であることに起因しているといえるでしょう。

■資料3ー3／日本の電源別発電電力量の推移

出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書 2013」を元に作成
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■資料3ー4／各電源の発電費用

出典：国家戦略室（2011）「コスト等検討小委員会報告書」を元に作成
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　しかし、福島第一原子力発電所の事故以降、この電源費用の見積もりに対しては、批判

も集まっています。資料3ー4（42ページ）で、原子力発電費用の上限値が示されていませ

んが、これは「事故の際の損害額」について不明な点が残ることを考慮したものです。その

上で、発電費用の「下限値」である8.9円/kWh以上として示されています。原子力発電の

費用をどのように見積もるかについては、今後も議論されていくと考えられます。

原子力発電のリスクとその管理

　原子力発電は、「準国産エネルギー」であると同時に、リスクを伴うものといえます。

過去、世界では1979年のアメリカのスリーマイルアイランド原子力発電所や、1986年の

旧ソ連（現ウクライナ）のチェルノブイリ原子力発電所で、重大な事故が起きたことは、

わが国でも多くの人に知られていました。しかし、日本では、そのような事故は起こらな

い、もしくは、リスクがあってもきちんと管理されている、と信じていた人が多かったの

ではないでしょうか。ここで、原子力のリスクと、その管理について、改めて整理してお

きましょう。

　原子力発電に関わるリスクには、通常の建設・操業に伴う従事者の労働事故・災害

や、放射性物質の微量の漏えい等に関わるものがあります。これらと比較して、やはり

影響度の大きさから言えば、福島第一原子力発電所事故のような大事故に伴う放射性

物質の大規模な放出が、はるかに深刻な問題になります。

　原子力発電での安全確保の基本的な考え方は「多重防護」と呼ばれます。つまり、多重

の策を講じておき、1つが破られても次の壁で食い止める、という考え方です。原子力発電

の事故について言えば、「①異常の発生の防止」「②異常の拡大及び事故への発展の防

止」そして「③周辺環境への放射性物質の放出防止」の3重の防護策が講じられます。

　①異常の発生の防止は、地震対策などを十分に講じた安全設計、機械的誤動作や人

間の誤操作の防止などによって、事故の原因となる異常を未然に防止することです。②

異常の拡大・発展の防止は、異常の早期検出、そして異常が発生した際に原子炉を「止

める」ことです。③周辺環境への放射性物質の放出防止は、止めた原子炉を「冷やす」こ

とと、原子炉格納容器によって内部にある放射性物質を「閉じ込める」ことです。

　ここでは、福島第一原子力発電所事故の原因や進行過程などについては詳細に説明

しませんが、ごく簡単に言えば、地震発生に対して原子炉を「止める」ことはできたもの

の、その後発生した津波によって、全ての電気系統が被害を受けました。冷却設備の非

常用電源も停止したため「冷やす」機能が失われ、内部の温度や圧力が上昇した結果、

最後の「閉じ込める」機能も破られてしまいました。

　その反省から、すでに国内の原子力発電所で、非常用の電力供給システムを多重化し

て、津波の被害を受けない高台に設置するなどの対策が講じられています。また、事前

の想定が甘かったのではないかという指摘もありますが、これについては、政府の原子

力規制委員会によって2013年6月に安全確保のための新しい規制基準が決定され、同

年7月に施行されています。その直後、北海道電力泊発電所、関西電力大飯・高浜発電

所、四国電力伊方発電所、九州電力川内・玄海発電所が、新規制基準への適合性審査

の申請を行い、現在審査が進められているところです（詳細については、45ページのコ

ラム参照）。
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原子力発電所の新しい規制基準コラム

　2013年7月8日に、原子力発電所の安全確保のための新しい規制基準が施行されまし

た。この新規制基準は、2011年3月の福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえて、原子

力規制委員会によって作成されたものです。

　もちろん、この新規制基準が施行される前は当然のこと、事故が起きる前から、原子力

安全に関する規制基準が定められていて、国内の全ての原子力発電所はこの基準に従って

運転されていました。しかし、福島第一原子力発電所では事故を未然に防ぐことができま

せんでした。事故の後に出されたさまざまな事故調査報告書は、津波などの外部の事象

を考慮に入れたシビアアクシデント（過酷事故）対策を直接的な形で規制対象としていな

かったことや、新たな知見に基づく新基準をすでに運転している発電所に遡って適用し、

改修工事などを通じてその発電所の安全性を向上させるための仕組み（これは「バックフ

ィット」と呼ばれます）がなかったことなどを指摘しました。つまり、当時の規制基準にも

事故原因の一端があるとしたのです。

　これらの反省に立ち、新規制基準は、下記の内容を柱とする安全対策の強化を基準の中

に取り込みました。

　1つ目は、シビアアクシデント対策を法令上の義務として改めて事業者に対して要求した

ことです。一例として、新基準は、フィルター付ベント（排気）装置の設置を義務付けまし

た。これは、万が一事故が起きた場合に、圧力や熱によって原子炉格納容器が壊れてしま

うのを未然に防ぐため、中の蒸気を安全に外に逃がすための対策です。また、新基準は、

津波や地震への対策もあわせて強化するとともに、意図的な航空機の衝突といったテロ

への対策も新たに導入しました。

　次に、新基準は、最新の技術的な知見を規制基準に取り入れ、すでに許可を得て運転し

ている原子力発電所に対しても、最新の基準に合致することを要求しています。上記のバ

ックフィットを法定化したわけです。既存の発電所を新しい規制基準に適合させるために

は、改修工事も必要となりますから、一部の施設には猶予期間が認められていますが、こ

れからは全ての発電所に、最新の規制基準に適合することが求められることになります。

　さらに、新基準は、原子力発電所の運転期間を、営業運転に入る直前に行われる検査

（使用前検査）に合格した日から40年としました。これまでは、原子力発電所の運転期間

に法令上の制限はなく、原則13カ月に1回行われる定期検査に合格すれば、次の定期検査

時まで運転することが認められる、という形で運転期間の更新が認められていました。こ

れからは、その期間に40年という制限が設けられることになります。もっとも、設備の更

新や改修によって安全性を維持・強化することができるので、原子力規制委員会が認め

る場合には、20年を超えない範囲で、1回だけ運転期間を延長することが認められていま

す。つまり、規制上は最長60年の運転が可能です。

　このように、新規制基準によって、原子力発電所に求められる安全性の水準は以前より

も格段に高まったといえます。電力各社には、原子力発電の安全性に関する第一義的な責

任を担う者として、新規制基準への対応をはじめ、安全性向上のための日々のたゆまぬ努

力がこれからも期待されています。
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原子力発電所停止の影響

　2013年9月に、一度再稼働された関西電力の大飯原子力発電所3、4号機も再度定

期点検に入ったため、同年10月現在、日本の原子力発電所は、全て停止状態です。これ

らは、上記の新しい規制基準を満たすと確認されれば、再稼働が認められていくものと

考えられます。事故から2年半が経過し、原子力発電所停止の経済への影響が大きいこ

とも、多くの人に認知されるようになり、再稼働を期待する声が大きくなっているのも

確かです。ここで、事故以降の原子力発電停止の影響についても触れておきましょう。

供給力不足と電気料金値上げの経済への影響

　電力の供給力不足は、特に消費電力の大きい夏場の節電という形で、私たち一般家

庭が生活の不便を経験したのみならず、産業活動にも大きな影響を与えました。特に製

造業にとって、生産ラインの動力となる電気の使用を制限されることは、生産スケジュ

ールや、製品の品質にも影響が出ることになります。これまで多くの人が、電気は必要

なときに必要なだけ使えるものと思っていたかもしれませんが、原子力発電所の停止

は、私たちの電気に対する考え方を変えざるを得ない大きなきっかけになったといえる

でしょう。さらに、電力の供給不足への不安に加えて、電気料金の値上げによる経済的

負担の増加が、これまで国内にとどまっていた企業に対しても、海外移転を決断させる

最後の一押しになるかもしれません。

　わが国は、大雑把に表現すると、輸入したエネルギー資源を使って、質の良い工業製

品を作って輸出することで成り立っています（資料3ー5参照）。エネルギー資源の輸入

価格が高くなり、電気料金も値上がりすると、工業製品の製造費用の増加につながり、

製品の国際競争を弱めてしまいます。わが国国内での生産活動が滞ると、回り回って、

私たちの働き口や収入が減ってしまうことにもつながります。企業が海外に出ててしま

い、産業の「空洞化」が進むことは危惧すべきことです。

　また、大企業は海外に拠点を移すことができても、中小企業はそう簡単にはいきませ

ん。電力供給不足や電気料金上昇に直面することは、特に中小・零細企業にとっては、

死活問題につながります。

■資料3ー5／日本の貿易収支

注：石油やLNGの輸入は、鉱物性燃料に含まれる。
出典：財務省 貿易統計を元に作成

原子力発電第 3 章

47 48



脱原子力の費用はどれくらい？コラム

　2011年7月13日、菅首相（当時）は「脱原子力依存」を宣言しました。さらに、政府は

2030年代に原子力発電の割合をゼロにする方針を盛り込んだ「革新的エネルギー・環境

戦略」を、2012年9月14日に決定しました。その後、同年12月の政権交代後に、安倍首相

は、「革新的エネルギー・環境戦略」の見直しを表明しました。しかし、安倍政権のエネル

ギー政策は2013年10月時点でもなお不透明な状況にある一方で、原子力発電所の稼働

がストップする「事実上の脱原子力状態」がすでに発生しています。

　それでは、脱原子力によってどのような経済的な影響が発生するのでしょうか？ ここ

では「脱原子力」を、動かせるはずの原子力発電所を動かさず、最終的に全ての稼働を停

止することと定義します。その上で、原子力発電所の稼働を減らし、得られたはずの発電

電力量を放棄することの影響を、稼働を続ける状況と比較して考えてみましょう。

・失った電力量を、LNG火力などの他の電源で補う必要があり、そのための燃料費や運

　転維持費が発生します。発電設備を追加する場合はその建設費も必要になります。一

　方、原子力発電所を停止した分については、その燃料費や運転維持費が節約できます

　ので、正味の追加費用はその差引になります。

・上記に加えて、電力供給が不安定になる可能性を市場が嫌気することで電力価格が上

　昇したり、LNG需要の急増によって燃料価格が上昇する可能性が考えられます。

・失われる電力量を十分に補えない場合、経済活動の足枷になることが考えられます。

　それでは、具体的にその影響はいくら程度になるのでしょうか。

　2011年7月に脱原子力を表明したドイツでは、2022年までに国内の全ての原子力発

電所（9基、1,269.6万kW）を順次廃止していきますが、これらの発電所が40年間稼働し

続けると想定した場合と比較して、脱原子力政策によって100炉年強（「炉年」とは、原子

炉1基が1年間稼働することを表す単位）が放棄されることになります。これに伴う経済影

響の評価が出されており、おおむね500億ユーロ（およそ6.5兆円）程度とみる例が多い

ようです。

　一方、日本で今後脱原子力を実行した場合はどうでしょうか。電力中央研究所では、

2030年にかけての日本経済の長期展望において、原子力の稼働状況の違いの影響を評

価しました。原子力の稼働を継続する場合と比較して、その稼働を見込まないケースで

は、2030年にかけて約500炉年分のエネルギー生産が喪失することになります。これを

石炭火力とLNG火力の追加で補うとして、その経済影響は、2010年から2030年までの

累積GDP損失で約86兆円にのぼるとの結果を得ました。

　ヨーロッパにおける国際系統を介して、隣国からの（例えば、フランスの原子力発電由

来の）電力の調達が可能なドイツと、他国からの調達が不可能な日本の状況の差などか

ら、日本での「脱原子力の費用」が不可避的に高価となるとの予想が、ある程度の確度を

もっていえるでしょう。「脱原子力」それ自体の当否は論じませんが、日本にとって「脱原

子力」は相当な規模の社会的実験になることを、予め覚悟する必要があるのではないでし

ょうか。 
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スポット・短期の取引量（万トン）
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東日本大震災

菅元首相による「脱原子力依存」表明。
玄海原子力発電所再稼働が白紙に。
再稼働の条件としてストレステストの
実施が必要となる。

各地の原子力発電所が
定期点検のため、順次停止。
2012 年 5 月の泊原子力発電所
3 号機停止により全機停止。

大飯原子力発電所3,4号機の
再稼働が正式に決定。

大飯原子力発電所
3,4号機再稼働。

 

化石燃料価格への影響

　第2章において、原子力発電所の停止の替わりに電力供給を担ったのは火力発電であり、

その結果、LNGや石油など、火力発電燃料の輸入量が急増していることを説明しました。

その際、それらの価格も同時に上昇していることも指摘しました。実は、この燃料価格の上

昇にも、原子力発電の停止が一部影響しているといわれています。

　ここではLNGの価格に着目してみましょう。

　すでに紹介したように、日本では海外のLNG供給事業者（売主）から、長期の売買契約に

基づいてLNGを購入していることが一般的です。しかし、急激にLNGの需要が増えてしまっ

た場合などは、「スポット市場」から調達することもあります。これは、石油や金、穀物などの

取引市場と同様のものと考えてください。残念ながら、現時点でLNGのスポット市場は、石

油などのようにたくさんの参加者が取引を行う、大きな市場ではありません。欲しいときに、

欲しい品質のLNGがすぐに買えるわけではない、という現状です。しかし、原子力発電所の停

止後は、このスポット市場での取引量が増えています。資料3ー6を見ると、2011年以降、日

本の全LNG取引量の20%強が、スポット取引や短期契約によって調達されています。

　スポット市場の価格は、経済学でいう「需要と供給」で決まります。つまり、LNGを欲し

い人が多ければ、価格が上昇します。さらに、今後、LNGの需要が増えるだろう、という市場

の予想も、価格上昇に影響を与えます。事実、日本における原子力発電所の停止で、LNGの

実際の需要が増えました。これに加え、日本政府が「脱原子力政策」を打ち出したことは、

市場に対して、今後、資源の持たない日本はLNGをたくさん輸入するだろう、というメッセ

ージとなってしまいました。資料3ー7をご覧ください。価格上昇の原因が全て日本の原子

力発電所停止の影響とはいえませんが、それでもその値動きから、価格の変動に影響を及

ぼしていることを推察できます。

　化石燃料価格の上昇を受け、改めて日本は、エネルギー資源を持たないことのリスクと、

準国産エネルギーである原子力発電の、エネルギー・セキュリティにおける役割を再認識す

ることになったといえるでしょう。

■資料3−6／LNGのスポット・短期取引量とその割合

■資料3ー7／アジアのLNGスポット価格と原子力発電所をめぐる動き

出典：GIIGNLを元に作成

出典：ロイターLNG-Monthlyデータを元に作成
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地球温暖化問題への影響

　震災以降、被災地の復興や、電力の供給力確保など、喫緊に取り組まなければならな

い課題が次々に現れました。その結果、震災前までは重要な課題の1つとされていた地球

温暖化問題への対応が、後回しになっている状況です。

　震災前の原子力発電所は、発電の過程で二酸化炭素（CO2）を発生しない、クリーンな

エネルギーとして扱われていました（資料3－8参照）。2010年に策定された日本のエネ

ルギー基本計画では、2030年までに新規に14基以上の原子力発電所を設置し、原子力

や再生可能エネルギー等の「ゼロ・エミッション電源」による発電比率を70％とすると掲

げられています。原子力は、温暖化対策の切り札であり、当時、原子力発電比率の高い電

力会社は、クリーンな会社としてみなされていました。しかし、原子力発電所の事故以降、

状況は一変しました。原子力発電比率の高い会社ほど、供給不足や、燃料費高騰に悩まさ

れることになったのです。

　世界に目を向けると、地球温暖化問題の重要性は震災以前と変わっていません。最近で

は日本でも、徐々にCO2問題も議論の場にあがるようになってきました。今後、CO2問題

にどのように取り組んでいくか、国際社会の一員として考えていかなければなりません。

プルトニウム保有に関する政治的な問題

　原子力発電所で使い終わった使用済みの核燃料は、残ったウランに加えて、ウラン

238から生成されたプルトニウムという物質が含まれています。これらを回収して再利

用することができれば、ウラン燃料の節約になります。この目的で、日本原燃株式会社

が青森県六ケ所村に使用済み核燃料の再処理施設を設置しており、商業運転の開始に

向けて試験が行われています。このように、取り出したプルトニウムをウランに混ぜた燃

料を作り（「MOX燃料」といいます）、これを現状の原子力発電所などで発電に利用す

ることは「プルサーマル」と呼ばれています。なお、再処理施設の竣工は、2013年10月

に予定されていましたが、竣工延期が発表されています。

　原子力発電所が稼働していれば、使用済み核燃料が排出され、これを再処理施設で受け

入れて処理するという定常的な操業が行われます。しかし、再稼働の見通しがはっきりし

ない場合には、再処理施設の操業も見通しが立たないことになります。さらに、再処理し

て回収したプルトニウムは、MOX燃料に加工して原子力発電所でプルサーマル発電に利

用する計画になっていますが、プルトニウム燃料加工施設の設置や操業の見通しも立ちま

せん。

　実は、（ウランもそうですが）プルトニウムは核兵器の原材料になるため、「核兵器の

不拡散に関する条約」のもとで厳格な管理がなされています。特に非核兵器保有国なが

ら原子力利用先進国でもある日本として、諸外国から無用の懸念を持たれないよう、政

府の原子力委員会が「利用目的のないプルトニウム、すなわち余剰プルトニウムを持たな

い」という原則を提示しており、この方針のもとに毎年のプルトニウムの管理状況が公表

されています。このように、プルトニウムの管理には厳格な透明性が要求されており、保

有すること以前に、生産・消費の計画が確立できていないこと自体が、国際政治上の問

題につながってしまう可能性があるのです。

原子力発電第 3 章

■資料3ー8／各種電源のCO2排出量

注1：2009年時点で得られたデータに基づいて推計。
注2：原子力は、使用済燃料再処理、プルサーマル利用、高レベル放射性廃棄物処理等を含めて算出。

出典：電力中央研究所報告Y09027
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原子力発電技術の流出

　もし原子力発電の停止が長期化すれば、その稼働を支えてきた「技術力」が散逸・風化

してしまうことも懸念されています。「技術力」を一言で表すことは難しいですが、電力

会社で発電所の運転・保守に従事していた人、メーカーで設計や施工に携わっていた人

などが持つノウハウなど、設計図やマニュアルなどの形で記録保存することが難しい「知

恵」のようなものは、それを人から人へと受け継いでいかない限り、いつかはなくなってし

まうでしょう。そして、そのような「経験知」を含む技術力は、ひとたび喪失してしまえば、

その再獲得は非常に困難を伴うであろうことは容易に予想できます。後述の通り、脱原

子力の動きは、決して全世界共通のものとはいえません。世界のどこかで、原子力発電の

開発が続けられている状況で、これまで日本が蓄えてきた技術を風化・散逸させてしまう

のは大きな損失といえるでしょう。

世界の原子力政策の動向

　日本が、原子力発電所事故直後に「脱原子力」を表明したことは、少なからず世界の原

子力発電所保有国に影響を与えました。同様に脱原子力の方向に動いている代表国と

して、ドイツが挙げられます。ドイツでは、1980年以前に運開した原子炉の即時廃止、

2022年までに全ての原子力発電所の停止という政策を打ち出しました。また、1986年に

全ての原子力発電所を停止していたイタリアでは、原子力発電所再開に対する国民投票

が行われ、95％が再開に反対するという結果でした。

　このように、脱原子力政策に動いた国がある一方で、事故以降も変わらず原子力政策

を続ける国も多くあります。電力供給の8割を原子力に依存しているフランスをはじめ、

アメリカ、イギリス、フィンランドなどは、今後も原子力発電を継続して利用し、発電所の

新規建設も計画・検討しています。スイスでは、いったんは2034年までに国内の全ての

原子力発電所を停止する方針を示していました。しかし、首都近郊にある原子力発電所に

ついて、2013年3月に最高裁が運営会社に運転許可を与える逆転判決を下しています。ま

た、中国やインドなどの多くの新興国においても、今後の国内のエネルギー需要を担う重

要なエネルギー源として、原子力発電に注目しています。新規導入国としては、アラブ首

長国連邦（UAE）が挙げられます。同国の原子力発電所の導入に向けた入札では、韓国

が受注しました。一方でトルコは、2013年5月の安倍首相訪問にあわせて、日本への原子

力発電所の発注を表明しました。

　原子力利用の継続あるいは新規導入を計画する国々は、日本での事故の経験を活か

し、より安全な原子力発電を目指しています。このような中で、日本の知見や技術が、より

安全な原子力発電所管理に役立てられることが期待されますし、それは日本の国際的な

責務ともいえるのではないでしょうか。

国民経済の負担を軽減するために

　第3章では、原子力発電がわが国で導入された背景や意義を振り返った上で、原子力発

電所の停止の影響の例をいくつか挙げてきました。ここで紹介したようなさまざまな影

響を回避するには、再稼働に向けた着実な取り組みが求められるでしょう。

　しかし一方で、本当に原子力発電でなければならないのか、という声も聞かれます。そ

こで次の第4章では、燃料を輸入に頼らない、クリーンなエネルギーとして注目を集める

再生可能エネルギーに着目してみましょう。

原子力発電第 3 章
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①風力発電の出力推移（冬季） ②太陽光発電の出力変化
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　  輸入に頼らない国産エネルギー

　第2章では、原子力発電所の停止によって火力発電電力量が増えており、化石燃料の消
費量が急増していること、それらの燃料の大半を輸入に頼っていることを説明しました。
　一方で、再生可能エネルギー発電は、発電するときに燃料を使用しないかわりに、太陽
光や風力といった、自然界に絶え間なく流れているエネルギーの一部を取り出して電気を
作ります。これらは燃料を海外から購入する必要がないため、「国産エネルギー」として位
置付けられます。資源を持たない日本にとっては、魅力的なエネルギー源といえます。

二酸化炭素を出さないクリーンなエネルギー

　地球温暖化問題が注目されて以降、二酸化炭素（CO2)の排出量を減らす技術の積
極的な利用が望まれています。日本における発電電力量の６割以上を占める火力発
電は、電気を作るときに化石燃料を燃やし、CO2を発生させます。
　その一方で、資料3ー8（53ページ）で示したように、太陽光や風力を利用した発電
は、発電時にCO2を排出しません。この意味で、環境に優しいクリーンな発電方法だ
と考えられています。

天候に依存して発電電力量が刻々変化する

　再生可能エネルギーは、これまでに挙げたような良い点ばかりが強調されがちで
すが、実際には困った特徴もあります。
　資料4ー1をご覧ください。太陽光や風力は、常に自然界に流れているエネルギー
ですが、その量を人間がコントロールすることはできません。そのため、その時その
時の天候次第で電気を作る量が変わってしまいます。
　雨が続けば、太陽光で電気を作ることはできません。曇りでもその出力は落ちてし
まいます。また、晴れの日でも問題があります。実は太陽光発電は、太陽電池パネル
の温度が上昇すると、日射エネルギーを電気に変換する際の効率が下がってしまうの
です。そのため、夏は日照時間が長く、日差しが強い割には、作られる電気の量は計算
上得られるはずの量に達しません。
　一方、風力発電は、風がない時はもちろん発電できませんが、台風など風が強すぎ
る場合にも、設備が壊れないように、風車の回転を停止する、つまり電気を作ることを
やめてしまいます。風が吹けば常に電気を作れるわけではないのです。

再生可能エネルギー発電第 4 章

　皆さんが利用する電気を作る（発電する）方法は、これまでに紹介した火力や原子
力以外にも、さまざまなものがあります。水力や風力、太陽光、地熱発電などは、自然
界のエネルギーを利用した発電で、火力発電で用いる化石燃料のように枯渇するこ
とがないという性質から、「再生可能エネルギー発電」と呼ばれています。
　再生可能エネルギーによる発電電力量は、水力を除くと、現在は全体の2%にも達
していません。しかし、資源を持たない日本においては重要なエネルギー源であり、
政府はさらなる導入・普及を促進しています。多くの原子力発電所が停止し、火力発
電の燃料費の増加が問題となっている現在、代替エネルギーとして、再生可能エネル
ギーに期待を寄せている人も多くいます。
　第4章では、再生可能エネルギー、中でも太陽光と風力に注目して、その特徴をま
とめた上で、普及に伴う問題点についても解説します。

出典：北海道電力（ほりかっぷ発電所） 出典：第3回総合エネルギー調査会
　　 新エネルギー部会資料

■ 資料４－1／再生可能エネルギー発電の出力変動
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　このように、天候に依存して、人間の都合に関わりなく頻繁に発電する大きさが変

わると、技術的な問題が生じてしまいます。電気の特性から、消費する電力と発電する

電力は常に一致しなければなりません。両方のずれが大きくなれば、最悪の場合、大

停電に陥ることもあるのです。

　ここでいう、消費する電力と発電する電力の一致とは、1年間の合計で一致してい

ればよいという意味ではありません。日本では「30分同時同量」というルールが導

入されています。30分間の消費する電力と発電する電力が一致しなければならな

いというルールです。だからといって、例えば、1分以内では一致しなくてもよいとい

うわけではありません。

　消費する電力と発電する電力の「ずれ」を検知可能な指標として、「周波数（Hz：

ヘルツ）」があります。両者が一致しているとき、周波数は基準値、すなわち東日本

では50Hz、西日本では60Hzとなっています。これらの周波数が保たれるように、

発電所の発電機の1秒間の回転数が調整されているのです。しかし、消費する電力

と発電する電力が一致しなくなると、周波数は基準値からずれ始めます。具体的に

は、消費する量が上回ると周波数は下がり、逆に発電する量が上回ると周波数は上

がってしまします。

　両者のずれが大きくなり、周波数が基準値から大きく逸脱すると、発電機や工場の

機械は設備が壊れてしまう恐れがあるため、そのような異常時にはそれらの設備は、

電気のネットワークから自動的に切り離されます。そうすると、消費する電力と発電す

る電力が突然大きく変化するので、さらに両者を一致させるのが難しくなり、最悪の

場合、大停電になってしまいます。そうならないように電力会社は、周波数が基準値か

らプラスマイナス一定値以内に収まるように、常に発電機を調整しているのです。こ

の値は電力会社によって異なりますが、例えば、東京電力や東北電力では、プラスマ

イナス0.2Hz程度となっています。

　消費する電力にあわせて発電する電力を一致させるのはもともと大変であるのに

輪を掛けて、お天気任せで変化する太陽光や風力発電の影響が加わり、両方を一致

させるのがさらに難しくなります（資料4－2参照）。深刻な問題が生じることが事前に

明らかな場合、買い取る側の電力会社は、太陽光や風力による発電を断ることができ

ます。詳細については、61ページのコラムをご参照下さい。

再生可能エネルギー発電第 4 章

■ 資料4－2／消費する電力と発電する電力の一致
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　本編でも説明したように、再生可能エネルギー発電による発電電力量が増加して、あ

るタイミングにおいて、電力の消費と発電を明らかに一致させることができなくなるこ

とが事前に分かっている場合、電力会社は、太陽光や風力による電力の引き取りを断る

ことができます。断る理由にはいくつかありますが、ここでは、①変動に対応する調整力

不足と、②発電量が消費量よりも大きくなる場合に対応する能力（下げ代）不足につい

て解説します。

　太陽光や風力発電による変動を調整するために使われるのは、変動に即時に対応し

追従することができる、揚水や石油火力発電です。これらの発電所において、いざとい

うときに追加的に発電を増やす、もしくは減らす余裕がない場合が上記の①の状態で

す。このような場合は、消費する電力と発電する電力を一致させることができなくなる

危険性が高く、電力の安定供給に問題が生じるので、その状態を招かない程度に太陽

光や風力発電を受け入れる量を抑制する必要があるのです。

　一方、②の「下げ代不足」とは、電力需要が少なくなる明け方やGWの昼間に生じるこ

とがあります。変動を調整するために必要な発電所は、いつでも発電電力量を変化で

きるように、常に一定以上の出力で発電をしています。しかし、電力需要が極めて少な

い状況で、太陽光や風力発電だけで必要な発電電力量を満たしてしまうと、それに呼応

して調整用の発電所は出力を下げなければなりません。調整用の発電所が、技術的に

これ以上出力を下げられない、という状況を「下げ代不足」といいます。

　下げ代不足の対応策として、電力需要が少ないことが見込まれる期間だけ、太陽光

や風力発電による発電を休んでもらいます。日本特有のルールですが、その休止期間

が30日を超えた場合、超えた分について、実際は発電していなくても、電力会社は太陽

光や風力発電の会社にお金を支払わなければなりません。これは、発電していたら得ら

れていたはずの収益の補填に相当します。

　一方、①の調整力不足が理由で発電ができない場合は、②のように特定の日にちに

だけ発生するものではありませんので、休止期間を設けてその間運転を止めてもらえ

ば解決する問題ではありません。そもそも、太陽光や風力発電の変動を吸収できる調

整電源が十分にない限り、天候任せの電源はどのタイミングであっても安定供給を脅

かしてしまうのです。

　例えば北海道では、①の、中でも短い周期の変動に対応する調整力不足が理由で、

現状では出力が2000kW以上の太陽光発電は累計40万kW以上導入することができ

ません。これに対し、「北海道電力が原子力発電所の再稼働を想定しているから、下げ

代不足で太陽光が導入できない。それならば、原子力を廃止すればよい！」といった報道

がありました。これは、太陽光の導入が制限された理由を、②の下げ代不足だと勘違い

しています。安定的に電力を供給するために、再生可能エネルギー発電の引き取りを

電力会社が断らねばならない複数の理由を正しく理解する必要があります。

再生可能エネルギー発電第 4 章

再生可能エネルギー電力の
引き取り量に上限がある理由は？

コラム

61 62



1周期

直流

交流

＋

0

－

時間

電
流
・
電
圧
の
大
き
さ

どうして東西で周波数が違うの？コラム

　普段、何げなく使っている乾電池や家庭用コンセントですが、実は流れる電気の

種類が違います。乾電池には「直流」が、コンセントには「交流」の電気が流れていま

す。直流は電圧や電流の向きと大きさがほぼ一定であるのに対し、交流は電圧や

電流の向きと大きさが一定の周期で入れかわります（資料4ー3参照）。この電流の

向きが1秒間に入れかわる回数を周波数といい、単位をHz（ヘルツ）で表します。

　現在、日本の周波数の基準値は、静岡県の富士川と新潟県の糸魚川あたりを境

に東日本側は50Hz、西日本側が60Hzです。周波数を変換する設備が佐久間（静

岡県）、新信濃（長野県）、東清水（静岡県）に建設され、周波数の異なる東西間で

電気がやりとりされています。

　それでは、どうして東西で周波数が違うのでしょうか？ 

　日本で交流の電気が使われるようになったのは明治時代です。当時、電気を作

るため、東京電燈（現東京電力）はドイツから50Hzの交流発電機を、大阪電燈（現

関西電力）はアメリカから60Hzの交流発電機を輸入しました。このことが、1つの

国に2種類の周波数が存在する起源といわれています。

　第2次世界大戦中から、幾度となく周波数を統一しようと検討がなされました。

しかし、周波数をかえる地域の発電所や工場などの設備を取りかえなければなら

ず、その改修費用が膨大になります。また、電力の安定供給を維持しながら発電

所などの関連設備を改修することが難しいことや、そもそも、どちらの周波数に

統一すべきかなど、解決すべき問題が多数あり、周波数の全国統一はなされてい

ません。近年、電気の供給安定性の向上のため周波数変換所のさらなる増強を

求める声が一部にあります。しかし、この増強費用回収のために電気料金の値上

げを招く可能性もあり、慎重な議論が必要です。

再生可能エネルギー発電第 4 章

■ 資料４ー3／直流と交流の違い
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敷地面積
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新
宿

東
京

　 　 電気エネルギーへの変換費用が高い

　再生可能エネルギーの発電費用については、第3章の資料3－4（42ページ）で紹
介しましたが、ほかの発電方式より費用が高いのも問題の1つです。特に太陽光発電
は、現状では石油やLNG、石炭などの化石燃料と比較しても、数倍の費用が掛かって
います。
　再生可能エネルギー自体は、水力や風力、太陽光など、自然界にあふれているもの
であり、その入手には基本的に費用は掛かりません。しかし、それを大量に集めて、私
たちが使いやすいように電気エネルギーに変換するための装置に、多額の費用が掛
かってしまうのです。
 電気を作るために広大な土地が必要

　日本の国土には限りがあります。そのため、同じエネルギーを作るのに必要な土地
の面積は、小さいにこしたことはありません。
　例えば、原子力発電所1基に当たる発電電力量を得るために、太陽光発電では東京
の山手線の内側と同じ面積、さらに風力発電ではその3.4倍の面積が必要といわれて
います。単位面積当たりで得られるエネルギーの量を「エネルギー密度」といいます
が、太陽光や風力発電は、エネルギー密度が低く、火力や原子力発電の100分の1、も
しくはそれ以下といわれています（資料4－4参照）。

再生可能エネルギー発電で、原子力発電の代替は可能か？

　ここまでまとめてきたように、再生可能エネルギーにはメリットもデメリットもあり
ますが、政府はこれらの導入量を今後増やしていく予定です。それでは、どれくらいま
で増やすことができるのでしょうか？　
　原子力発電が使えず、火力発電の燃料費がかさむいまだからこそ、再生可能エネ
ルギーを大量に導入すればいい、という意見があります。確かに、クリーンな国産エネ
ルギーは魅力的です。しかし実際には、太陽光や風力発電が、原子力発電を代替する
ことは簡単ではありません。その理由について、解説していきましょう。

電力（kW）と電力量（kWh）

　電気の瞬間的なパワーの大きさを「電力」といいます。その大きさを示す単位は「kW（キ

ロワット）」です。電気を消費する場合にも、発電する場合にも、この単位が使われます。

　皆さんの身近な例を挙げると、LED電球に記してある「1ワット」は、消費する電力を示し

たもので、1kWの1,000分の1の大きさです。発電所の規模は、発電できる能力に基づ

いてkWの単位で示されます。つまり、○○kWの発電所とは、最大○○kWの電気を作

る能力（=発電容量）を持つ、という意味です。

　次に、実際に電気を消費した量や発電した量、言いかえれば、パワーを使って実行した

全ての仕事量を「電力量」といい、単位として「kWh、キロワットアワー」が使われます。

再生可能エネルギー発電第 4 章

■ 資料4－4／エネルギー密度の違い

出典：第1回低炭素電力供給システム研究会（2008年7月8日）資料を元に作成
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東北地方のロードカーブの例
※1日の中でも、朝と昼で
　必要な電力は異なる

高さ＝電力（kW）

面積＝電力量（kWh）

真夏の東北地方のロードカーブの例
※季節によっても必要な電力は異なる

すべての瞬間で
「消費電力（kW）＝発電電力（kW）」と
ならなければいけない

最も電気を使う瞬間でも
供給能力（kW）が不足してはならない

これは、「1kW」の大きさの電力を、1時間ずっと作り（使い）続けた量に当たります。例え

ば、100kWの発電所で、最大出力で10時間発電すれば、発電した電力量は1,000kWh

となります。

　資料４−5をご覧ください。1日を通じて、それぞれの時刻に使った電力（kW）を並べて

できたグラフを「負荷曲線（ロードカーブ）」といい、私たちの電気の使用状況の変化を示

しています。ロードカーブの各時刻の高さは電力（kW）を表し、ロードカーブの面積はそ

の電力を消費した仕事の総量である電力量（kWh）を表します。

 また、資料４−5のように、昼と夜の電力の使われ方には差があります。夏と冬とそれ以外

の季節とでも、電気の使われ方が大きく違います。これらのことは皆さんの普段の生活か

らも容易にご想像いただけるでしょう。

実際に電力を供給できる能力

　日本政府は、2030年までに5,300万kWの太陽光発電を導入するという目標を掲げ

ています。この導入量について、原子力△△基分と表現されることがあります。例えば、

新潟県にある東京電力柏崎刈羽原子力発電所1基は135万kWなので、5,300万kWの

太陽光発電は、その約40基分という換算になります。しかし実際には、このような単純な

比較はできません。なぜならば、発電方式に応じて、現実にその設備からどの程度の電力

生産を得られる保証があるか（=供給能力）が異なるからです。

　利用できる発電所の全供給能力が、あらゆる時間帯で電力消費を上回っていないと、

大停電に陥ってしまいます。設備能力を評価する際には、このような大停電を避けるため

に、最も設備が必要なときに着目することが重要です。すなわち、資料4ー5の右側に示

す最も電気を使う真夏の昼の時間帯の供給能力です。火力発電や原子力発電は、設備と

燃料があれば発電容量と同じ程度の電力を作ることができます。最も電気を使うときの

供給能力を考えると、100kWの発電所であれば、ほぼ100%の出力、つまり100kWの

発電ができるのです。

　一方、太陽光や風力発電は、発電できる量が基本的にお天気次第であり、人間の都合

で調節できません。そのため、確実にあてになる供給能力という観点からは、日本国内で

最も高く見積もられている地域でも、真夏の昼という想定で、太陽光発電の場合は設備

容量の30%、風力は2%程度といわれています。一方、ヨーロッパのほとんどの国では、年

間で最も電気を使うのは冬の夜なので、確実にあてになる太陽光発電の供給能力は0%

と評価されます。

　ここで、仮に日本の太陽光発電の供給能力を、設備容量の30%として考えてみましょ

う。太陽光発電が5,300万kW導入されていても、最も電気が必要なときの供給能力は

1,590万kWとなります。これは、原子力発電所約12基分です。実際の供給能力の観点か

らは、先ほどの約40基を大きく下回ります。

再生可能エネルギー発電第 4 章

■ 資料４−5／電力（kW）と電力量（kWh）

出典：東北電力でんき予報を元に作成
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エネルギーに
よる電気を
供給

年間利用率に基づく電力量

　以上は、最も電気が必要なときの供給能力（kW）からの評価ですが、次に発電す

る時間を考慮した電力量（kWh）についても考えてみましょう。

　全ての発電所は、設備が壊れていないか、交換の必要がないかなどを検査する

ために、定期的に発電を止め、メンテナンスをしています。もちろんその間、電気を

作ることはできません。そこで、実際に設備を利用し、発電した時間を考慮した指標

が「年間利用率」です。1年間365日×24時間、最大出力で電気を作り続けた場合

の電力量と、実際に1年間で作った電力量の実績値との割合で計算します。

　原子力発電所の年間利用率は、東日本大震災前の2009年の実績で64.7％で

す。これに対し、太陽光発電の年間利用率は、地域によって差がありますが、全国平

均で12％、また風力発電の場合は20％といわれています。もし、5,300万kWの太

陽光発電が年間利用率12％で稼働した場合、作られる電力量は約557億kWhとな

ります。これは、年間利用率64.7％の135万kWの原子力発電所の7基分程度にす

ぎません。

再生可能エネルギー電源の普及と課題

　震災前、日本には54基の原子力発電所が稼働していました。比較基準はいろい

ろあるため、これらの原子力発電の代替に、どの程度の太陽光や風力発電が必要

か明確ではありません。しかし、少なくとも、必要なときの供給能力（kW）、実際の

発電電力量（kWh）の両方から考えて、太陽光や風力発電だけで、原子力発電を代

替することは困難であることが分かります。

　原子力発電を全て代替する規模を導入するのは困難であっても、わが国が再生

可能エネルギーに寄せる期待は大きく、今後導入量は増えていくことが見込まれ

ています。政府もそれを支援する方針です。以降は、再生可能エネルギーを普及さ

せる上での、わが国の優遇政策やその課題について紹介しましょう。

再生可能エネルギー電源の優遇政策

　日本では、2009年11月から、太陽光発電で発電した電力量から自分が消費し

た量を除いた「余剰電力量」のみを、あらかじめ他の電源よりも高い値段に設定し

た「固定価格」で買い取る「太陽光発電の余剰電力買取制度（以降では、『余剰電力

買取制度』と呼びます）」が始まりました。さらに、2012年7月には「再生可能エネル

ギーの固定価格買取制度：Feed-in-Tariff（FIT）」が実施されました（資料4－6参照）。

再生可能エネルギー発電第 4 章

■ 資料4－6／再生可能エネルギーの固定価格買取制度の仕組み（2013年度時点）

出典：資源エネルギー庁ホームページを元に作成
注：第5章、第6章で説明する電力システム改革以降は、「送電事業者」もしくは「小売事業者」が再生可能
　 エネルギー発電による電気の買い取りや、電気の利用者からの賦課金の回収を行うことになる見込みです。
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×
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・・・・・

+

+

たとえ、買取価格が年々下がっても、
国民負担は累積的に増加する !

 FIT制度は、再生可能エネルギー発電で作られた電気を「全量」、一定の価格で一

定の期間（例えば10年間）、電気事業者が買い取ることを義務付けた法律です（資

料４−7参照）。その買取価格は、それぞれの発電方式で必要な費用から計算されて

います。余剰電力買取制度も同様でしたが、特定の技術の固定買取価格を高く設

定することで、その技術を優遇し、導入を促進することがねらいです。また、現在の

発電費用は高いものの、将来の技術革新を生み出すための技術の育成も期待され

ています。

優遇政策の電気料金への影響

　FIT制度のもとでは、再生可能エネルギーの電気を、電気事業者が固定価格で買

い取りますが、最終的にそのお金は誰が負担するのでしょうか。

　実は、日本の法律では、日本の全国民が負担することになっています。2012年度

は毎月1世帯当たり平均87円の負担で、2013年度は120円の負担となっています。

　「この程度の負担ならば、受け入れられる」という意見もあります。しかし、将来的に

はこの金額は累積的に増加していくことになります（資料４−8参照）。同様の制度を

再生可能エネルギー発電第 4 章

■ 資料４−7／日本のFITの買取期間と買取価格（2013年度）

出典：資源エネルギー庁「なっとく！ 再生可能エネルギー」を元に作成

注1：これらの他に水力、地熱、バイオマス発電も固定価格買取の対象となっている。買取期間は、
　　15年もしくは20年。
注2：太陽光発電10kW未満の買取期間のみ10年となっているのは、2009年開始の余剰買取制
　　度の設定を引き継いだため。

■ 資料４−8／国民負担の累積的増加のイメージ
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一般家庭で、
毎月およそ
2,000円の負担

導入しているドイツでも、2010年度には毎月1世帯当たり平均6ユーロ（約790円、

１ユーロ=132円で換算）の負担がありました。その後、毎年その負担額は増加し

ていて、2013年には約15.4ユーロ（約2,000円）になると予測されています（資料

4－9参照）。

　今後日本で、このように負担額が急増してしまったとしても、私たちは支払うこと

を拒否できません。なぜならば、最低でも10年間は、電気事業者が再生可能エネ

ルギーを買い取らなければならないことが法律で義務付けられ、その費用は全て

の電気の利用者が負担することになるからです。

海外の再生可能エネルギー促進政策の懸念事項

　ドイツやフランス、スペインなどでも、同様の制度が導入されており、再生可能エ

ネルギーの普及が進んでいます。しかし同時に、諸課題も明るみになっています。

　日本に先だってFITを導入したスペインでは、想定していた以上に再生可能エネ

ルギー発電の買い取り費用が増加したため、期間の途中にもかかわらず、固定であ

ったはずの買取価格が引き下げられてしまいました。新規案件のみならず、なんと

すでに買い取りが始まっている設備の約束された固定価格までも対象となってい

るのです。このように、途中で方針転換する「後だしジャンケン」的な政策が行われ

ると、無用の混乱をもたらしますし、そもそもＦＩＴ制度が目指す再生可能エネルギ

ーの普及も阻害しかねません。

　また、その他の国々でもさまざまな懸念事項が生じています。例えば、普及促進

とともに技術進歩が生じ、発電費用も低下することが期待されています。しかし、そ

うした技術進歩による設備価格の低下が反映されずに、導入促進に必要な水準よ

りもさらに高い買取価格が設定され続けているのではないかと、不安の声も聞か

れます。この場合、再生可能エネルギーの発電会社に不当に巨額の利益が入ること

になり、発電会社間の健全な競争を歪めることになります。

マイナスの価格での取引の発生

　さらに複雑な問題があります。日本やヨーロッパ、アメリカには、電気を売買す

る市場が存在します。ヨーロッパでは、この市場で太陽光や風力発電による電気も

FIT制度を活用して売られています。市場で同じ品質のものを買う場合、一般的に

安いものから買われていきます。FIT制度で補助を受けて作られた電気は、補助金

ですでに費用の大半が賄われていますから、売り手にしてみれば値段はいくらでも

構わないことになります。実際にドイツなどでは、非常に安い価格で売られてしまう

ケースが生じています（資料４−10、75ページ参照）。

再生可能エネルギー発電第 4 章

■ 資料4－9／ドイツにおける再生可能エネルギー発電量と買取価格の推移

出典：BDEW、KWK(4大TSO)のデータを元に作成
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1時間毎に決まる市場価格について、価格帯毎の発生頻度を示した図（2008年9月～2013年8月）

マイナス価格の部分

発生頻度は多くないが、
市場に良くない影響をもたらす

火力発電で電気を作っても、高く売れないため、利益が減る

火力発電所を誰も作りたがらない

バックアップ電源が足りなくなる

大停電のリスク増加！

何も対策を
行わないと…

例

　例えば、1kWhの電気を作るのに費用が30円で、それを市場に売ることで、FIT

制度によって受け取る補助が35円の場合を考えてみましょう。この時点で、電気を

作った人はすでに5円分の得をしています。この電気を買ってくれる人にたとえ1円支払

ったとしても（価格がマイナス1円になっても）、売る側は４円得することになります。

一見するともうけが減ったようにみえますが、発電しなければ補助自体が受けられ

ないことから、マイナスの価格でもうけを減らしてでも、発電して補助を受け取っ

て、4円分もうけたほうが得なのです。

　このように、補助金の影響でマイナスの価格が付いた電気が市場で取引される

と、市場全体の価格が下がってしまいます。一方、補助が受けられない火力発電

は、電気を作っても安い価格でしか売れないので、発電しても損ばかりすることに

なりかねません。

　つまり、補助金のせいで安く売られる電気がある一方、発電する費用よりも安い

価格でしか売ることができない電気があるという、不公平な状況なのです。ヨーロ

ッパでは、このことが大問題になっています。

バックアップ電源の必要性

　これらの普及政策に伴う問題の他に、技術的な問題も生じています。すでに説明

したように、太陽光や風力発電で作られる電力は天候次第です。一方、電気は消費

する電力と発電する電力が常に一致しなければなりません。そのため、太陽光や風

力で発電できなかったときに、それにあわせて消費する電力を減らせないなら、不

足分を埋め合わせる量を発電するバックアップ電源が必要となります。太陽光や

風力発電の普及が進めば、天気に応じて必要なときに電気をすぐに作れるバックア

ップ電源を、その分たくさん準備しなければなりません。そのような機動性のある

電源の有力候補は、現状では火力発電です。

　しかし、これらのバックアップ電源は、風力や太陽光が発電している間は発電で

きません。つまり、普段は使うことなく必要になるときをじっと待つ、言いかえれば

非常に効率の悪い設備なのです。太陽光や風力発電の普及を進めるのならば、必

ずこのようなバックアップ電源が必要になりますので、その費用についても詳細に議論

する必要があります。

再生可能エネルギー発電第 4 章

■ 資料４−10／ドイツ卸電力市場のマイナスの価格の発生頻度
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蓄電池に関する技術開発への期待

　太陽光や風力発電の導入には、現在では制約や課題が多々あります。しかし、こ
のような課題は、技術開発によって克服される可能性もあります。
　例えば、蓄電池が大量に、かつ安価に作れるようになれば、太陽光や風力で作っ
た電気を貯めておくことができ、必要なときに使用することができます。こうなれ
ば、消費する電力と発電する電力を一致させることは、格段に容易になるでしょう

（資料4－11参照）。日本の政府は蓄電池の導入のため、2013年度には300億円
の税金を割り当てています。

再生可能エネルギーの普及の光と影

　第4章では、発電時に燃料に頼らないクリーンなエネルギーとして注目され
る、再生可能エネルギー発電について紹介してきました。さらなる技術革新に対
する期待はありますが、恐らく当面の間は、再生可能エネルギーの普及には困難
が付きまとい、国民の費用負担が増えるのは間違いありません。
　ただし、再生可能エネルギーのためならば、お金を出してもよいと考える人も
います。そういった方々を含め、誰もが自由に好きな会社（例えば再生可能エネ
ルギー発電会社）から電気を買うことができる制度、すなわち「電力小売自由
化」が現在検討されています。そこで次の第5章では、この小売自由化について
説明しましょう。

再生可能エネルギー発電第 4 章

■ 資料4－11／再生可能エネルギー発電の変動と蓄電池の役割
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　  電力の自由化とは

　電気事業に限らず、一般的に「自由化」とは、「国が決めた規制をなくすこと」を意

味します。規制の種類は数多くありますが、電力の自由化は「料金規制」と「参入規

制」をなくすことを表します。自由化が一般の家庭を対象に行われると、新しい電力

会社が参入し、一般家庭でも電力会社を選ぶことができるようになるのです。そう

はいっても、具体的に想像しづらいかもしれません。

　それでは、携帯電話を購入するときのことをイメージしてみましょう。国内の電気

通信事業は、1980年代半ばまでは電力と同じように規制されていましたが、その

後自由化され、現在では複数の事業者が参入しています。携帯電話では、NTTドコ

モやau（KDDI）、ソフトバンクなどいくつかの会社がサービスを提供しています。

私たちは、これらの会社の中から自由に選んで購入することができます。

　もう1つの自由化の例として、航空産業をみてみましょう。航空産業には、既存大

手の航空会社の他に、新規参入者がいます。新規参入者の中には、LCC（格安航空

会社）と呼ばれ、機内食を省いたり座席の間隔を変えたりなどして、既存大手の航

空会社とは異なるサービスや安い運賃を提示している会社も現れています。そし

て、私たちはインターネットなどを通じて、サービスの内容や運賃を比較しながら

好きな航空会社を選びます。

　これらの事例のように、電気の場合でも、自由化をすると、私たちは複数の供給

者の中からサービスや料金を比較して、希望や目的にあった供給者と契約すること

ができるようになるのです。

電気事業が規制されていた歴史的な背景

　こうしてみると、自由化をすると私たちは自由に供給者を選ぶことができ、競争

の結果、料金やサービスも向上しそうで、メリットが大きいように思えます。それで

は、なぜこれまで料金規制や参入規制が設けられていたのでしょうか。

　この疑問に答えるために、まずは電気事業の歴史を振り返ってみましょう。

　実は、戦前の電気事業には数十社もの会社があり、熾烈な競争が繰り広げられ

ていました。その後、戦後復興に伴う電力需要が増加し、電気の供給体制の整備が

急がれました。そんなさなか、電力会社をこうした激しい競争にさらすよりも、はじ

めから特定の1社に任せた方が、費用が節約できて、国内の限られた土地や資金な

どの経営資源を効率的に活用することができると考えられたのです。また、需要密

度の面で差がある都市部や地方を問わず、全国津々浦々で電力の供給体制を整備

する必要性もあわせて考えられました。

電力自由化第 5 章

　最近、「電力自由化」という言葉を耳にされた方も多いのではないでしょうか。あま
り耳慣れない言葉で、よくご存じでない方もいらっしゃるかもしれません。新聞やテ
レビでは「電力会社は地域独占でこれまで競争してこなかった。だから自由化して競
争すれば、電気料金が安くなり、サービスがよくなる」などと報道されることがありま
す。その一方で、自由化の詳しい仕組みや生活との関わりについては、あまり知られ
ていないのが実情でしょう。
　そこで第5章では、電力自由化の仕組みについて解説していきます。電気事業が
規制されてきた歴史的背景や、自由化によって何が変わるのかを確認していきましょ
う。また、具体的に私たちの生活にどのようなメリットがあるのか、私たちは何ができ
るようになるのか、自由化が先行して行われている海外の事例などをもとに紹介して
いきます。
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　こうした背景のもと、現在に至るまで「参入規制」が設けられ、日本を10の地域

に区分し、各地域に1つの電力会社を割り当てるという「地域独占」が認められてい

るのです（資料5−1参照）。また、各地域では独占状態になりますので、そのままで

は、電力会社は自由に価格を決めることができ、不当に電気料金を引き上げる可能

性があります。そこで、そうならないように、国が料金を審査し、適正な水準で認可

するという「料金規制」も設けられたのです。あわせて、地域内の利用者に電気を供

給する義務（供給義務）も課せられています。

電気事業の費用と規制の関係

　ここで、どうして過去に電気事業で熾烈な競争が繰り広げられていたのか、理論

的にみてみましょう。

　電力を供給するためには、発電所を建設し、電力を私たち利用者まで届ける送電

線と配電線を整備しなければなりません。これらの全てを広い地域で整備するた

めには、莫大な固定費を投じる必要があります。さらにこうした固定費は、事業をは

じめる事業者にとって、万が一、事業が失敗して退出しようとしても、転売できない

か、投資額よりもかなり低い額でしか転売できず、資金の回収が不可能な費用とみ

なされます。このような、事業を退出する際に設備を転売できず、資金回収が難し

い費用のことを「埋没費用」といいます。埋没費用が大きい場合、事業が成功する

確実性がなければなかなか参入者が現れません。また、莫大な固定費を投じて市

場にいったん参入すると、その費用を回収するまでは、簡単には市場から退出する

わけにはいかなくなります。

　では、莫大な固定費を投じて市場に参入したとき、一般的に事業者はどのような

戦略をとるのでしょうか。まず、事業者にとっては、生産規模を拡大することが、製品

1個当たりの生産費用を引き下げる上で重要になってきます。なぜなら、固定費は、

生産する製品の数に関係なく掛かる費用であるため、生産する数が多いほど、1個

当たりの固定費が少なくて済むからです。このように、生産個数が増えるにしたが

って製品1個当たりの生産費用が下がる場合、「規模の経済」があるといいます。さ

て、もしライバルがいる場合、投資を少しでも回収するために、ライバルよりも価格

を引き下げ、できる限り多くの製品を売るために多くの利用者を獲得しようとしま

す。そして、ライバル同士で熾烈な価格競争を展開したあげく、結果的に1社が勝

ち残るでしょう。すると、競争に敗れた会社は、投じた莫大な設備投資を回収できな

いまま市場から退出することになるのです。

　もしも電気事業でこのようなことが起こると、電力を使用する私たちにはどのよ

うな問題が起こるのでしょうか。電力会社が価格競争をしているときは、電気料金

が引き下げられていくので、私たちの家計も助かるでしょう。しかし、熾烈な価格競

争が終わると、勝ち残った電力会社は、それまでの損失を取り返すために、価格競

争していたときよりも高い料金を提示することが予想されます。つまり、価格競争

を放置すると、私たちが日常生活を通じて当たり前のように使用する電気料金が、

急激に変動しかねないのです。そして、このような状況を回避するために、戦後の日

本では参入規制と料金規制が設けられたのです。

電力自由化第 5 章

■ 資料5－1／日本の10電力会社とその供給区域

出典：電気事業連合会資料を元に作成
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規制下での効率的な設備投資

　また、激しい競争が電気事業で繰り広げられると、全国的に公共の道路や私た

ちの家の近くに、送電線や配電線が会社の数だけ張りめぐらされることになってし

まいます。これを「二重投資」と呼びます。こうなってしまうと、限られた公共の空間

を、有効に活用しづらくなるかもしれませんし、景観も損なわれてしまうでしょう。さ

らに、競争の結果、撤退する会社がいると、送電線や配電線がそのまま放置される

可能性もあります。こうなってしまうよりは、はじめから1社に任せておいた方が、莫

大な設備の二重投資を防ぐことができます。

　このように、固定費が大きな産業において、1社がサービスを供給する状況は、

費用面からみて望ましいといえます。つまり、固定費が大きい場合、先ほども説明し

たような「規模の経済」が働くため、2社以上の会社が供給するときよりも、1社が供

給する方が同じ量の製品を作るのに必要な総費用が安くなるということです。

  　自由化に向けた制度改革

　やがて、1980年代ごろから発電技術が進歩して、少ない費用負担で発電所を建

設することが可能になってきました。こうなると、市場に残っている企業が価格を引

き上げようとしても、容易にライバルが参入して安い価格を提示し、利用者を獲得

していくことが予想されます。もしそのようなことが起こると、対抗する既存の事業

者は、慌てて価格を引き下げるでしょう。しかしそのとき、ライバルは膨大な埋没費

用を回収する必要がないので、市場から簡単に退出してしまいます。つまり、市場

への参入や退出がしやすい状況では、理論的には、ライバルがこのような戦略をも

って参入してくることが予想される限り、いま市場にいる事業者が価格を引き上げ

る戦略をとることは難しいと考えられています。このため、発電の分野や電力を販

売する小売の分野では、参入規制や料金規制を課すよりも、自由な市場で複数の

会社が競い合って、発電の効率性を高め、費用を低下させることが期待されるよう

になりました。

　このような背景のもと、日本でも参入規制や料金規制を定めていた電気事業法

が1995年以降4回にわたって改正され、発電部門や小売部門の自由化が進められ

てきました。特に小売部門の自由化については、産業用など電力の使用規模の大

きい利用者を対象として、段階的に進められてきています。これは、一部の利用者

を対象とした自由化なので、「部分自由化」と呼ばれています（資料5−2参照）。

　その後、東日本大震災を契機に、一般の家庭も、地域独占の既存の電力会社以

外の供給者を選択できることが望ましい、という意見が多く出されるようになり

ました。こうした背景から、これまでの電気事業の体制や制度的枠組みを抜本的

に見直す目的で、「電力システム改革専門委員会」が政府によって立ち上げられま

した（詳細については、85ページのコラム参照）。この委員会における議論の末、

2013年2月に取りまとめられた報告書の中で、2016年を目途に、一般の家庭を含

めた全ての利用者が自由化の対象となる「全面自由化」が行われることが示された

のです。

電力自由化第 5 章

2000年

・大規模工場
・デパート
・オフィス

・中規模工場
・スーパー
・中小ビル

販売電力量の26％

販売電力量の40％

自由化範囲

・小規模工場

販売電力量の63％

契約電力
2,000kW以上
（2万V以上）

500kW以上

50kW以上

2004年 2005年

■ 資料5－2／小売部分自由化の経緯
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・全国大で電気を融通しやすくし、災害時などで停電が起こらないようにする。

・送配電部門の規制や、卸売と小売市場の監視を行う。また、安定供給のための設計を行う。　

・送配電網を誰もが公平に利用できるよう、電力会社の送配電部門を別会社化する
 （第6章参照）。 

・経過措置期間を終了し、電力会社の規制料金を原則としてなくす。

家庭や小口需要家でも、電気の供給者や料金メニューを自由に選べるようにする（本編参照）。

2013年 2014年 2015年 2016年 2018～2020年

新規制組織の創設

2015年～実施

電力システム改革専門委員会制度設計ワーキンググループでの議論

広域系統運用機関の創設第
1
段
階

小売全面自由化
第
2
段
階

臨時国会
電気事業法改正

2016年～実施通常国会
電気事業法改正

2018～2020年
めどに実施

通常国会
電気事業法改正

料金規制の撤廃

送配電部門の法的分離第
3
段
階

　東日本大震災をきっかけとする原子力発電所の事故や、その後の供給力不足と
いう事態を背景に、電気事業体制や制度的枠組みの抜本的な見直しが進められて
います。2012年2月に、政府は「電力システム改革専門委員会」を立ち上げ、議論
を進めてきました。
　この委員会では、これまでに小売全面自由化、卸電力市場の活性化、送配電網の
運用範囲の見直し、安定供給の確保、新たな規制機関の役割など、数多くのトピッ
クが議論されてきました。そこでの議論の結果は、2013年2月に「電力システム改
革専門委員会報告書」に取りまとめられています。
　その後、この報告書の内容に基づいて、同年4月に「電力システムに関する改革
方針」が閣議決定され、関連する法律の改定を含めた新たな制度作りが行われる運
びとなっています。この閣議決定の中で、政府は今後の方針として、①電力の安定
供給の確保、②電気料金の最大限の抑制、③需要家の選択肢や事業者の事業機会
の拡大、を掲げています。そして、これらの進め方として、以下の3段階に分けて取
り組んでいくことが示されています（資料5－3参照）。
　まず、最初の段階では、2015年を目途に、地域を越えて電気を送りやすくする組
織（「広域系統運用機関」といいます）を作るとしています。次の段階では、本編でも
説明したように、2016年を目途に、家庭やコンビニエンスストアなどの中小規模の
電気の利用者にも、電力会社以外の会社が電気を自由に売れるようにする「小売全
面自由化」が予定されています。最後の段階では、次の第6章でも紹介する「発送電
分離」が、5～7年後の2018～20年を目途に予定されています。
　これらの詳細については、先の電力システム改革専門委員会の下に2013年7月
に設けられた「制度設計ワーキンググループ」で議論されることになっています。ま
た、関連する法案も国会に提出されることになります。

電力自由化第 5 章

「電力システム改革専門委員会」とは？コラム

■ 資料5－3／電力システム改革の工程表

出典：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会第5回会合資料1を元に作成 
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全
面
自
由
化
前

全
面
自
由
化
後

発電部門 送電／配電部門 小売部門

発電部門 送電／配電部門 小売部門

既存の電力会社は
域内の全ての家庭に

供給できるように発電する。

既存の電力会社の
ネットワークを経て
家庭へ電力を送る。

各家庭は、定められた
域内の既存の電力会社と

契約する。

域外の既存の電力会社や
新電力が新規に参入する

ことができる。

新規参入者も、既存の
電力会社のネットワークを

使用する。

各家庭は、既存・新規の
小売事業者の中から、自ら
選んだ事業者と契約する。

既存の電力会社（域内、1社）

既存の電力会社（域内、1社）

新電力（数社） 既存の電力会社
（域外、数社）

自由化とあわせて検討されていること

　小売全面自由化が行われたとしても、全ての家庭にとって、電気料金の支払い額

が引き下がる保証はありません。自由化が各家庭に及ぼす影響は、実際のところま

だはっきりとしませんが、少なくとも離島に住む家庭への供給については、他地域

よりも電力の供給に要する費用が割高なので、自由な競争に任せると電気料金が

かえって上昇するのではないかと危惧されています。このように、自由化後に現在

よりも電気料金が上がる可能性が高い地域に対しては、他の地域と遜色のない料

金水準になるよう、別の制度が作られる予定です。

誰もが送電線や配電線を使える仕組み

　新しい電力会社が発電所を建設して参入するといっても、送電線や配電線を持っ

ていないので、電気を一般家庭まで送れないのでは、という疑問をお持ちの方もい

らっしゃるかもしれません。また、これまでの電力会社のものとは別に、新たにある

いは重複して送配電線を作ると費用が掛かってしまい、競争にならないのでは、と

考える方もいるかもしれません。しかし実際には、資料５−4にあるように、新規参入

者は、これまでの電力会社が作ってきた送配電線を借りて電気を送ることになりま

す。なお、送配電線の利用料（「託送料金」といいます）は、既存の電力会社も新規の

電力会社も、等しく負担する仕組みになっています。

電力自由化第 5 章

■ 資料５−4／全面自由化後の電力供給の仕組み
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中 国 四 国 九 州関 西

東 北 東 京 中 部 北 陸

（％）
9.00
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7.00
6.00
5.00
4.00
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1.00
0.00
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北海道

特定規模需要全体

特別高圧
（2,000kW以上）

高圧（50kW以上）

産業用の自由化の状況

　先ほど説明したように、一般家庭を対象とした自由化に先駆けて、電力の使用規

模の大きい産業用の利用者を対象とした自由化は、すでに実施されています。こう

した利用者向けに、電力を供給しようと参入している事業者はいくつかあり、日本

全体でみると、自由化対象の市場シェアのおよそ3％程度となっています。資料５−

5は、新規参入者の販売電力量のシェアの推移を、既存の電力会社の供給地域別

に表したものです。これによると、地域によって参入状況に差があることが分かりま

す。東京電力や関西電力の地域では、平均よりも新規参入者の市場シェアが高い

一方で、北陸電力や四国電力の地域には新規参入者がない状況です。

小売全面自由化と生活との関わり

　産業用の自由化に引き続き、これまで規制されていた一般家庭への電力販売

も、2016年には自由化される予定となっています。そして、これまでになかった料

金メニューやサービスが提供されるようになっていくと期待されています。さて、新

たに電力を販売しようとする新規参入者を含めたさまざまな電力会社や、それらが

提供する新たな料金メニューを、私たちはどのように選んだらよいのでしょうか。本

当に電気料金は下がっていくと期待できるのでしょうか。こうした疑問に答えるため

に、自由化が私たちの生活にどのように関わってくるのか、自由化が先行する海外

の事例を紹介しながら、解説していきましょう。

新規参入者とはどのような会社なの？

　自由化すると、私たちは新規参入者からも電気を購入できるようになります。し

かし、新規参入者といってもイメージがつかみにくいかもしれません。

　まず代表的な参入者として、他の地域の電力会社が挙げられます。地域独占が

なくなるので、域外の電力会社も私たちに電気を売れるようになるのです。

　次に、「新電力」と呼ばれる、既存の電力会社以外の新規参入者についてみてみ

ましょう。日本ですでに自由化の対象となっている産業用の電力の利用者に対し

ては、30社を超える新電力が参入しています。なお、まだ実際に電力販売をしてい

ないものの、参入することを国に届け出た会社をあわせると、90社となっています

（2013年8月13日時点）。

　このような新電力の多くは、商社や製鉄会社、製紙会社、石油会社、ガス会社、自

動車メーカー、家電メーカーやその関連企業などです。また、自然エネルギーで発

電を行っている会社や、省エネのためのサービスを提供する会社もあります。さら

に、一般家庭向けの自由化を見据えて、通信会社など、これから電力販売に参入し

ようとしている企業もあります。

電力自由化第 5 章

■ 資料５−5／供給地域別の自由化部門の市場シェアの推移

出典：資源エネルギー庁
注：平成25年4月以降、北陸電力管内においても供給実績を確認しています。
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停電が増えるなど、問題は起きないの？

　いろいろな会社が電力を販売するようになると、停電が増えるのでは、という心

配もあるかもしれません。しかし、先ほど説明したように（資料5－4、88ページ参

照）、新規参入者も、既存の電力会社と同じ送配電線を使います。また、第4章で説

明した通り、一般家庭などで使われる電力と発電所で作られる電力に差が発生し

て、停電が頻発することがないよう、既存の電力会社が適切に調整します。したがっ

て、停電の回数や時間といった電気の品質が選ぶ電力会社によって変わることはあ

りません。これは携帯電話とは異なる点です。携帯電話の場合、携帯電話会社ごと

にアンテナ（基地局）を設置しているので、選んだ会社によって、電波の入りやすさ

などの品質が異なる可能性があります。しかし電力の場合、先ほど説明した理由か

ら、選ぶ電力会社によって電気の品質が変わるということはないのです。

　また、新規参入者の発電所が止まったら電気が送られてこないのでは、と心配さ

れる方もいるかもしれません。しかし、仮に新規参入者の発電所が止まっても、他の

電力会社からバックアップしてもらい、停電しないように対応することになります。

さらに、新規参入者が撤退したら電気を購入できなくなるのでは、という懸念もあ

るかもしれません。詳しくはこれから制度が決まっていく予定ですが、撤退によって

その業者との契約が無効になっても、別の電力会社と契約するまでの間、一時的に

他の電力会社から電気を購入できるような仕組み（「最終保障サービス」といいま

す）が作られることになっています。

　ただし、まったく問題が起こらないとは言い切れません。実は多くの電力会社が

参入することで、問題も起こり得ます。例えばイギリスでは、電力会社による訪問販

売で、強引な営業活動が問題となったことがあります。また、ヨーロッパ諸国では、

電力会社と契約を結ぶ際に、既存の電力会社に連絡すればよいのか、それとも新

規参入者に問い合わせればよいのか分りにくいといった課題も生じています。日本

でこうした問題が起らないよう、適切なルール作りも重要な課題といえるでしょう。

どんな料金メニューやサービスが出てくるの？

　自由化後には、どのような料金メニューやサービスが提供されることになるのでし

ょうか。実際に海外で提供されている料金メニューやサービスの例を紹介しましょう。

　さまざまな業種の企業が電力を販売することで、電気とその他のサービスを組み

合わせた新たな料金メニューやサービスが登場する可能性があります。例えば海外

では、ガス会社が電気も販売するようになり、電気とガスを一括で契約すると支払い

をまとめることができ、割引を受けられるという契約も登場してきています。

　日本では、第2章で紹介したように、LNGなどの燃料価格が上がったり下がった

りするたびに、燃料費調整制度によって電気料金が調整されています。一方、自由

化された後の海外では、燃料価格の変動を電気料金にどのように反映させるかは

電力会社が決めています。ただし、その仕組みは一律に決まっているわけではあり

ません。多くの電力会社は燃料価格の反映方法についていくつかのメニューを提

示し、一般家庭が自由に選べるようになっています。

　燃料価格の変動に対応した電気料金として、大きく分けると2種類のメニューが

あります（資料5－6①、93ページ参照）。1つは、燃料価格が上がったり下がったり

するのに応じて、電気料金を上げたり下げたりする「料金変動型」のメニューです。

もう1つは、1年や2年など一定期間に燃料価格が変わっても、電気料金の水準を固

定して変えないという「料金固定型」のメニューです。燃料価格が上昇して、思わぬ

出費を避けたいと思えば、料金固定型のメニューを選ぶことができます。そのかわ

り、燃料価格が下がったとしても、契約期間のうちは電気料金は安くならないので

注意が必要です。

　また、太陽光発電などの再生可能エネルギーの発電費用はまだ高いのですが、

そうした電源の導入を支援するために、私たち一般家庭が再生可能エネルギーの

電源を選ぶことができる、「グリーン電力料金」というメニューを提供する電力会社

もあります（資料5－6②、93ページ参照）。

電力自由化第 5 章
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契約する電力会社が持つ
発電所を組み合わせて供給

通常の料金メニュー
電源の組み合わせは

料金メニューの種類により異なる

グリーン電力料金

②グリーン電力料金

① 固定型／変動型

火力発電 原子力発電 水力発電
その他の再生可能
エネルギー発電

燃料価格

燃
料
価
格

UPUP

変動型

DOWN

固定型

契約期間（例：1年間）

電
気
料
金
の
単
価

　電気の消費量は季節によって変わるため、支払う電気代は毎月変わっています。

しかし、毎月の収入がほぼ一定の場合、毎月の電気代が一定額の方が、家計の支出

を管理しやすいかもしれません。海外では、こうしたニーズを持つ一般家庭に対し、

毎月の支払額を同じ金額に平均化するというサービスも登場しています。

　この他にも、スーパーマーケットなどと提携して、電気の購入に応じて提携先の

ポイントが獲得できるというサービスもあります。また、電気の使用量や電気料金

を見ることができるモニターや、家電製品を制御して節電をサポートするための製

品を販売している電力会社もあります。こうしたサービスは、日本でも電力会社や

国などで検討が進められており、将来、利用できる日が来るかもしれません。

電力会社をどうやって選ぶの？

　自由化されると、私たちはこれまでみてきたようなさまざまな料金メニューやサー

ビスを見比べて、電力会社を選ぶことになります。しかし私たちは、これまで電力会

社を選ぶという経験をしていません。それではどうやって選べばよいのでしょうか。

　海外の電力会社は、ホームページ上で料金メニューやサービスを紹介していま

す。多くの電力会社は、毎月、あるいは毎年の電気料金がどのくらいの支払額になり

そうなのかの目安も示しています。こうした情報を参考にして、利用したいと思ったメ

ニューがあれば、そのままホームページ上で契約手続きができる場合もあります。

　ただし、イギリスでは、さまざまな料金メニューやサービスが登場した結果、その

数が多すぎたり内容が複雑で分かりにくかったりするなど、電力会社を選ぶことがか

えって難しくなったという指摘もあります。アメリカやヨーロッパでは、できる限り簡

単に、手間なく、時間をかけずに、電力会社や料金メニューを調べたり、契約の手続き

を済ませたりできるような仕組みを作ることが課題となっています。

　ところで、皆さんの中には、家電製品などの価格や評判について調べるとき、イン

ターネット上の「価格.com（価格ドットコム）」のような価格比較サイトを利用する方

もいらっしゃるかもしれません。実は海外では、先ほど指摘したような課題に対処す

るために、電力会社ごとの料金を調べるための価格比較サイトが登場しています。家

族人数や郵便番号などを入力すると、選択可能なさまざまな電力会社の料金メニュ

ーを検索できます。さらに、毎月や毎年の電気料金の目安からメニューを比較でき、

利用者から見た電力会社の評判を参考にすることができる場合もあります。

電力自由化第 5 章

■ 資料５−6／海外の料金メニューの例
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日中 夜間夜間

料金単価

時間帯別料金（TOU）

CPPと組み合わせたTOUの
場合、ピーク以外の時間帯の
料金が低く設定されている。

CPP
緊急ピーク時に料金を通常の
2～5倍に設定。発動するの
は、年に10回程度。

一律料金

　東日本大震災以降、節電の呼びかけが各地で行われています。第4章で解説した

通り、電力の消費にあわせて、電力会社は刻一刻発電する電力を調整しています。
しかし、震災後の津波によって東北電力や東京電力では多くの発電所が被害を受
け、特に電力の消費量の多いピーク時間帯について、消費をカバーするだけの電
力の供給力が確保できない可能性が高くなりました。この状況に対し、電力会社は
供給力確保に奔走しましたが、一方で、私たち電気の利用者に対しても、電力の消
費を減らすことが求められたのです。
　一般に、商品の需要（デマンド）に応じて価格は変化します。その商品を買いたい
人が多ければ価格は高くなり、逆に買い手が少ない場合は安くなります。また、価
格が高くなれば買いたい人も減ります。このように、需要と価格は、密接に関係して
います。しかし、これまで電気の価格（電気料金）は、需要の多い時間帯だからといっ
て、上がることはありませんでした。これに対して、電力需要の多い時間帯に電気料
金を上げることで、需要を減らすべきである、と指摘されています。
　「デマンドレスポンス」とは、電力会社が、時間帯によって電気の料金を変化させ
たり、利用者が電気の使用を控えた分だけ協力金を支払うといった方法により、利
用者が自らの判断で電気の使い方を変化させることを指します。特に震災以降、ピ
ーク時の需要を減らすために、電気事業でもデマンドレスポンスを活用すべきであ
ると、さかんに議論されるようになりました。
　デマンドレスポンスは、用いる手段によっていくつかの種類に分かれますが、近
年、特に注目されているデマンドレスポンスは、電力需要が多くなるピーク時間帯
を前日に通知し、当日のその時間帯に電気料金を上げることで需要を減らしたり、
料金を上げるかわりにその時間帯に節電した利用者に協力金を支払ったりするや
り方です。
　時間帯ごとの需要にあわせて金額を変化させる料金メニューを時間帯別料金

（TOU）といい、さらに、特に需要を減らしたい時間帯（年に10回程度）に電気料金
を一時的に上げるメニューはクリティカル・ピーク・プライシング（CPP）、一方、協力
金を支払うメニューはピークタイム・リベート（PTR）と呼ばれます。なおCPPでは、
需要の多い時間帯に料金を上げる一方で、その他の時間帯を安くする設定になっ
ています（資料5－7参照）。
　電気の利用者は、洗濯機や食器洗浄機を電気の安い夜間に使うなどの電気の使
い方の工夫により、これまでよりも電気料金を節約することができます。これらの
実現のためには、時間帯ごとの電力使用量を記録することと、電気の価格が変化
する時間帯を通知する連絡手段を決めておく必要があります。前者の使用量の記
録については、最近導入が進められているスマートメーターによって実現可能です

（詳細については、104ページのコラム参照）。
　デマンドレスポンスを導入した場合に、電気の使い方によっては、従来の料金メ
ニューよりも電気料金の支払いが増えてしまう場合もあります。電気料金の節約や
省エネを実現するためには、利用者自らが適切な電気の使い方を考え、行動する必
要があるのです。そのような行動を支援するために、宅内の電力使用量を表示した
り、家電製品を自動的にコントロールするホーム・エネルギー・マネージメント・シス
テム（HEMS）といった新しい機器の開発も進められています。

電力自由化第 5 章

■ 資料5－7／デマンドレスポンスを活用した料金メニュー

デマンドレスポンスとは？コラム
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競争圧力
例）電気の利用者が
　 供給先の変更を
　 積極的に検討する。

全面自由化

費用削減

※実際は、燃料の高騰や
　再生可能エネルギー
　の増加で、費用が削減
　されないこともある。

①電気の利用者
電気料金の引き下げ

②投資家
配当の実施・増額

③電気事業者
内部留保

費用削減の成果の還元先は、電気の利用者のみではなく、
投資家や電気事業者にも割り当てられる。

自由化で電気料金は低下するの？

　さまざまな料金メニューなどの登場が期待される自由化ですが、最大の関心事

の1つである、電気料金の水準はどうなるのでしょうか。当初の期待通り、安くなる

のでしょうか。

　自由化は競争原理を導入するので、電力会社に費用削減を促します。ただし、競

争を導入しても、電気を作るために必要な燃料の購入価格が上昇すると、費用が減

少しないこともあります（資料５−8参照）。

　また、費用削減が行われた場合、その成果の行方として一般的に期待されている

のは、「①電気料金の引き下げによる電気の利用者への還元」ではないでしょうか。

しかし実際は、費用削減の成果の還元先としては、この他にも資料5ー8にも示すよ

うに、「②投資家への配当」に割り当てられたり、「③電力会社が将来の設備投資を

行うための内部留保」として割り当てられたりします。つまり、自由化後の競争によ

って費用削減が行われたとしても、その成果は、必ずしも全て電気の利用者に還元

されるとは限らないのです。費用削減の成果をどのように還元するかは、電力会社

の総合的な経営判断によって決まります。電気料金が低下することもあれば、そう

でないこともあるのです。

　例えば自由化後、多くの利用者が電力会社を積極的に変更し、競争が活性化し

ていれば、電力会社は費用をできるだけ削減して、ライバルの会社より安い電気料

金を提供しようとするでしょう。しかし、利用者が積極的に電力会社を変更しようと

しなければ、電力会社はライバルを特に強く意識しなくなり、電気料金を安くしよう

とはしないかもしれません。また、仮に利用者が電力会社を積極的に変更したとし

ても、将来的に電力の供給を続けるために設備の維持管理や新設が必要な場合に

は、電気料金の引き下げよりも設備投資が優先的に行われることも可能性として

考えられます。

　ここで、日本に先駆けて全面自由化をすでに実施している欧米の電気料金につ

いてみてみましょう。

電力自由化第 5 章

■ 資料5－8／自由化と電気料金との関係
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オレゴン
モンタナ

ネバタ

カリフォルニア
アリゾナ ニュー

メキシコ

テキサス

アーカンソー

イリノイ

ミシガン

オハイオ

メイン

ニューヨークマサチューセッツ

ロード
アイランド

コネチ
カット

ニュー
ハンプシャー

ペンシルベニア
ニュージャージー

デラウェア

バージニア

小売全面自由化州

部分自由化州（産業用・業務用のみ）

小売自由化中断・撤回
ワシントンDC

メリーランド

アメリカの小売自由化と電気料金

　アメリカでは、州ごとに小売自由化を実施するかどうかを検討することになって

おり、資料５−9で示す通り、現在では14州と首都であるワシントンDCのみが家庭

用まで含めた小売全面自由化を実施している状況です（以降では、これらの州と地

域を『自由化州』と呼びます）。

　実は、アメリカでの自由化は紆余曲折を経て現在に至っています。まず、アメリカ

では小売分野の自由化に先駆けて、発電分野の自由化が連邦レベルで進められて

きました。これについては第6章で紹介しますので、ここではその後に各州レベル

で検討され始めた小売分野、特に家庭用の自由化について説明しましょう。アメリカ

では、1992年のエネルギー政策法の成立以降、多くの州で自由化の導入が検討さ

れ、結果的に延べ18州とワシントンDCが家庭用の自由化実施にまで至りました。

　しかし、2000年にカリフォルニアで電力の需給が逼迫し、それによって電力価格

が高騰しました。東日本大震災後に日本でも実施された計画停電と同様の輪番停

電も実施されました。これは「カリフォルニア電力危機」と呼ばれています。電力危

機の背景には、カリフォルニア州において電力自由化に関する制度が適切に設計さ

れていなかったことや、発電事業者が不当に高い価格をつけていた可能性があると

指摘されています。

　このことを契機に、それまで自由化に前向きだった州が電力の供給を自由な市場

に委ねることについて懸念するようになりました。その結果、すでに自由化を実施し

ていたカリフォルニア州を含めた4つの州で自由化を中断、さらに法律を可決して

自由化する予定だった3つの州でも自由化を撤回することになってしまいました。

現在でも家庭用の自由化を行っているのは、資料５−9で示した15の自由化州のみ

となっています。

　それでは自由化州に着目して、電気料金の動向についてみてみましょう。自由化

州の電気料金は下がったのでしょうか？

電力自由化第 5 章

■ 資料５−9／アメリカにおける家庭用小売自由化の状況

出典：EIAのデータを元に作成
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ヨーロッパの小売自由化と電気料金

　次に、ヨーロッパについてもみてみましょう。ヨーロッパでは、ノルウェーが1991
年に電力の小売自由化を始めたのを皮切りに、北欧で自由化が進みました。その
後、ドイツやイギリスでも、1990年代後半から自由化が実施されています。
　また、その他の国々でも、ヨーロッパ連合（EU）全体のエネルギー政策を取りま
とめているヨーロッパ委員会の政策のもと、エネルギー市場の統合の手段として
自由化が進められてきました。ヨーロッパ委員会は、1996年に第1次EU指令を出
し、 EU加盟各国に対して少なくとも産業用の小売自由化を進める方針を示し、そ
の後、第2次EU指令によって、各国に2007年までに家庭用を含めた全ての利用者
を対象とした全面自由化を実施する方針を示してきました。その結果、現在までに
加盟27カ国の全ての家庭用の電気の利用者が供給者を選択することができるよ
うになっています。
　それでは、ヨーロッパの電気料金は下がったのでしょうか？ この点については、第
1章ですでに説明していますが（資料1ー8、12ページ参照）、実は、多くの国で電気料
金は下がっていません。
　ヨーロッパでは、発電などに要する費用や電力会社の利益、電気料金の平均的な
水準が、2000年代にほぼ一貫して上昇する傾向がみられました。大きな要因とし
て、アメリカと同じように、2000年以降に燃料価格が高騰したことにより、発電費
用が増加したことが挙げられます。さらに、再生可能エネルギーの導入促進に必要
な費用が電気料金に上乗せされる傾向にあることも挙げられます。
　また、ヨーロッパでは自由化した後でも、多くの利用者が電力会社を積極的に変
更しておらず、電力会社に電気料金を引き下げる強いインセンティブが働きにくい
状況です。むしろ、先ほど説明したように、電力会社は電気料金の引き下げよりも、
電力会社の将来の設備投資などのための内部留保や、投資家への配当などを増や
している可能性があります（資料5－8、98ページ参照）。こうした事例からみられる
ように、自由化後には、競争状況や会社の財務状況に応じて、電気料金が影響を受
ける可能性があるといえるでしょう。

　資料5－10のように、自由化した州は、もともと電気料金が高い状況にありま

した。小売全面自由化の後、電気料金が低下することが期待されていましたが、

2000年代は電気料金が上昇しています。その1番の理由は、化石燃料の価格が高

騰したことです。また、全面自由化直後には、電気料金の値上げの影響を緩和する

ために、自由に値上げできないような措置がとられていた州もあります。近年、電気

料金が急激に上昇した州の背景には、こうした措置が撤廃されたこともあるといわ

れています。

　2000年代後半から2010年代前半にかけては、燃料価格が低下するにしたがっ

て電気料金が低下した州もあります。自由化した州と自由化しなかった州とでは、

電気料金の差は自由化する前と比べて縮まっている場合もあります。しかし、自由

化した州の電気料金は、自由化しなかった州よりも依然として高い状況です。アメリ

カの事例をみると、電気料金の水準は、自由化によってある程度抑制されている可

能性はありそうですが、燃料価格など他の要因に左右されることの方が大きいとい

えるでしょう。

■ 資料5－10／アメリカの電気料金の推移

出典：EIA－861データを元に作成
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　現在、ほとんどの一般家庭で使用されている電気メーターは、電気の使用量を時間

帯別に記録することはできません。また電力会社は、各家庭の毎月の使用量を把握する

ために、検針員が各戸を訪問してメーターを確認（検針）し、使用量を計量しています。

　一方、スマートメーターは、電気の使用量を30分といった一定の時間間隔で記録でき

る上に、遠隔で自動的に検針することが可能な、高性能の電気メーターです。その他に

も、遠隔で電力供給を開始・停止したり、電気の使用量情報を住宅内のディスプレイなど

に表示することもできます。政府は、費用対効果などを十分考慮しつつスマートメータ

ーの導入を促進し、2016年までに総電力需要の80%をカバーする、という目標を掲げ

ています。

　スマートメーターのこれらの機能により、電気の使用量を「見える化」したり、デマン

ドレスポンスを実施することが可能になります（詳細については、95ページのコラム参

照）。電気の利用者が自らの電気の使い方を把握し、電気料金の節約や省エネに取り組

むことができるようになるのです。また、電気の使用実態が分かることで、個々の利用者

にあった電気の供給事業者や料金メニューを選択しやすくなり、小売全面自由化の基盤

としての役割も期待されています。このような利用者側のメリットに加えて、電気事業者

の側でも、業務効率化や設備形成の合理化が可能となります。さらに、節電方法を助言

するといった、エネルギー使用情報を活用した新しいサービスの創出にも期待がもたれ

ています。

　スマートメーターは1台当たり1～2万円程度で、従来型のメーターと比較して若干高

いといわれており、また、従来型のメーターがまだ使えるうちに全てを置きかえると多

額の追加費用が掛かります。加えて、電気の使用量の大量データを処理する情報通信

技術の信頼性やセキュリティの確保、プライバシーの保護などにも，十分な対応が不可

欠です。

自由化が私たちの生活にメリットをもたらすには

　日本で今後、一般家庭向けの自由化が進んだ後、電気料金が下がるのか、サー

ビスはよくなるのか、いまの時点で予想するのは困難です。ただ、ひとつ言えること

は、私たちは「待っているだけで電気料金が安くなったり、サービスが改善するわけ

ではない」ということです。これまでは、私たち一般家庭のかわりに政府が、電気料

金が適正であるかをチェックしてきました。これからは、私たち自らが電力会社を選

ぶことになります。すなわち、自ら電気料金やサービスをチェックすることになるの

です。

　海外では、電力会社同士の競争を促進するために、私たち電気の利用者の意識

や行動が重要であるといわれています。私たちが安い料金を提示する電力会社を

選ぶことで、電力会社も電気料金をより安くしようと費用削減に努力するでしょう。

私たちがより良いサービスを積極的に選ぶことで、電力会社にもさらに優れたサー

ビスを提供しようとする動機が生まれるでしょう。

　自由化とは、電力会社同士が競争すること以上に、私たち利用者が考えて選ぶこ

とで、はじめてメリットが生まれてくるものといえるのではないでしょうか。もちろ

んそうした前提として、先ほど紹介したような基本的なルールや適切な情報提供も

重要といえるでしょう。

電力自由化第 5 章

スマートメーターってどんなもの？コラム
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発電所 送電 配電 電気の利用者

競争事業 規制事業

垂直統合型電気事業者全ての部門を
一体的に担う電気事業者

※産業用の小売についてはすでに自由化され、競争事業と
　なっている。家庭用の小売については2016年を目途に
　自由化され、競争事業となる予定。

発電部門 小売部門送電／
配電部門

電
気
の
流
れ

電
気
事
業

　  従来の電気事業体制

　発電所で作られた電気は、送電線・配電線を通って、工場やオフィスビル、一般家
庭などの利用者に届けられ、使われることで、便益や付加価値が生じます。そのた
め、発電・送電・配電・小売（利用者への電力販売）、という各分野の一連の関係は、
電気事業の「バリューチェーン」と呼ばれています（資料6－1参照）。
　これまで日本では、10の地域別に電力会社が独占的に電力を供給することが認
められ、各電力会社は、バリューチェーンの全ての部門を一体的に担ってきました。
このように、発電から小売までを一体的に担う電気事業者のことを「垂直統合型電
気事業者」と呼びます。

発電部門の自由化
　第5章の中で紹介したように、電気事業では、1990年代半ばから現在まで、バリ

ューチェーンの部門ごとに、各々の考え方やスケジュールに沿って自由化が進めら

れています。

　最初に自由化されたのは「発電部門」です。発電部門では1995年に参入規制が

撤廃され、既存の電力会社に電力を販売する「卸電力」について、新規参入が認め

られるようになりました。具体的には、既存の電力会社が新たに開発期間の短い火

力発電所の建設を必要とする場合には、必要な電気の供給力について競争入札が

発送電分離第 6 章

　電気事業改革の一環として、第5章で説明した電力自由化とともに、現在、政府で検
討されているのが電力会社の「発送電分離」です。
　この「発送電分離」とは、どのようなものなのでしょう？ 「電気事業に競争を導入する
ためには、発送電分離が必要である」という新聞やテレビの報道も目にします。「電気
料金が安くなる」、「再生可能エネルギー発電の事業者が参入しやすくなる」などとも
いわれています。
　第6章では、電気事業の「バリューチェーン」に着目しながら、発送電分離が一体ど
のようなもので、何をどのように変えていくのかについて解説します。また、電力自由
化が先行して行われている欧米では、発送電分離がどう評価されているのか、私たち
電気の利用者にはどのような影響があるのかについても紹介していきます。

■ 資料6－1／電気事業のバリューチェーン
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行われ、より安価に供給できる事業者が落札します。新規参入者が落札すると、電

力会社が発電所を建設して発電するかわりに、契約に基づいた一定期間、新規参入

者が電力会社に電力を卸売りすることになるのです。このような発電部門の自由化

によって卸電力事業に参入した事業者を、「独立系発電事業者（IPP）」と呼びます。

　また、2003年には、電力を取引するための全国大の市場として「日本卸電力取

引所」が設立されました。これは、穀物や金などの商品市場と同様、電力を売買する

市場で、2005年から取引を開始しています。既存の電力会社は、所有している発

電所を使って発電した電力をそのまま電気の利用者に販売することもできますが、

その電気を卸電力市場で売ることもできます。反対に、自ら発電せずに、卸電力市

場で電力を買って、それを利用者に販売することも可能となりました。発電費用と、

市場の卸電力価格を比較して、より安い方を選択できるのです。

　一方、電力会社に電力を卸販売していたIPPも、卸販売の契約が終了したら、卸

電力市場に直接売れるようになります。市場では、より価格の安い電力から買われ

ていきますので、参加する発電事業者の競争を促す仕組みになっています。

小売部門の自由化

　次に自由化されたのは「小売部門」です。小売部門の自由化については、すでに

第5章で解説していますが、2000年から産業用の利用者への小売電力供給に新

規参入が認められるようになり、自由化の範囲は徐々に拡大しています。現在、家

庭用の利用者への小売供給はまだ自由化されていませんが、第5章のコラム（85

ページ）で紹介した「電力システム改革専門委員会報告書」（以降では、『報告書』と

呼びます）では、2016年を目途に自由化するという方針が示されています。

　小売の自由化によって新規参入が認められた事業者は「特定規模電気事業者

（PPS）」、最近では「新電力」と呼ばれています。小売部門は利用者に電力を販売す

る部門ですから、新電力も既存の電力会社と同様に、発電所を建設したり、先ほど

紹介した卸電力市場や既存の電力会社から電力を購入したりして、販売する電力を

自ら調達することが求められています。

引き続き規制の下に置かれる送電・配電部門

　以上のように、発電・小売部門はすでに自由化が進行中であり、徐々に競争的な

部門となってきています。その一方で、送電・配電の電力流通部門については、引き

続き規制事業として、既存の電力会社による独占が認められています。これは、流

通部門は依然として莫大な設備投資が必要であることに加えて、固定費が大きい

ため、供給規模が大きくなるほど平均的な供給費用が安くなるという、いわゆる「規

模の経済性」が存在するためです。このような場合、1社がサービスを提供する方

が、供給全体として必要となる費用が少なくて済み、効率的であるとされています。

　このように、電気事業は競争事業である発電・小売部門と規制事業である送電・

配電部門に分かれており、垂直統合型電気事業者はこの両者を保有するという特

徴を持っています。なお、送電部門と配電部門は同じ電力流通部門でもその性質は

大きく異なりますが、ここでは特に分ける必要がない場合には規制事業として1つ

にまとめ、「送配電部門」と呼ぶことにします。

  　なぜ発送電分離が必要なのか？

　先の『報告書』では、発電部門を自由化して、卸電力取引所で複数の発電事業者を

競い合わせることで、より効率的な発電方法が選択されるようになることが期待さ

れています。また、小売供給を自由化して、電気の利用者が自由に供給事業者を選

択できるようにすることで、供給事業者に競争を促し、電気料金が低く抑えられたり

することも期待されています。

　これらを実現するためには、競争を活性化させる必要があります。そのため、これ

まで地域独占が認められてきた既存の電力会社も、新規に参入する発電事業者や

小売事業者と公平な条件のもとで競争することが求められています。　

発送電分離第 6 章
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　その一方で、規制事業である送電部門については、既存の電力会社の地域独占を

維持することになるため、そこに問題が生じるとされています。既存の電力会社の発

電部門も、新規参入の発電事業者も、既存の電力会社の送電部門が所有する送電

線を借りて、発電した電気を利用者に届けます。その際、どちらも電力会社の送電部

門に利用料を支払います。しかし、別部門とはいえ、発電部門も送電部門も同じ電力

会社の一部ですので、発電部門と競争関係にある新規参入者に対して、送電部門が

不当な扱いをするのではないか、と懸念されているのです。具体的には、送電線の利

用を制限したり、利用料を不当に高くしたり、といった懸念が挙げられます。

　また、規制事業である配電部門についても、同様の懸念が指摘されています。発

送電分離に対して、「営配分離」と呼ばれるものです。これについての詳細は、110ペ

ージのコラムをご参照ください。

　また、垂直統合型の電力会社が、競争事業である発電・小売部門で多くの利用者

を獲得するために、赤字を承知の上で不合理な低価格を設定して新規参入を阻む一

方で、生じた赤字を規制事業である送配電部門の黒字で補填する、といった可能性

も問題視されています。

　これらの懸念から、発電・小売部門における競争を促進するために、送配電部門に

ついては、既存の電力会社の他部門にも新規参入者にも属しない、中立的な立場に

置く必要があると考えられました。その結果、既存の電力会社から送配電部門を切

り離す「発送電分離」の方針が『報告書』において示されたのです。

　本編でも解説した通り、新規参入者が「送電線」を公平な条件で利用できるかど
うかが、発電事業の競争に関わるのに対し、新規参入者が「配電線」を公平な条件
で利用できるかどうかは、小売事業の競争に関わってきます。
　すでに説明した通り、自由化されると、新電力などの新規参入の小売事業者は、
自ら発電するなり他社から購入するなりして、電気の利用者に販売するための電力
を自ら調達してきます。しかし、それを利用者に届けるには、配電線が必要です。新
たに配電線を自前で設置するのでは、大きな費用負担が発生しますが、自由化によ
って新規参入者は、既存の電力会社が保有している配電線を、電力会社と同等の
条件で使うことができるようになりました。新規参入の発電事業者が、既存の電力
会社の送電線を使うのと、同様の仕組みです。
　しかし、新規参入する小売事業者は、電力会社の小売部門のライバルです。した
がって配電線を保有する配電部門が同じ電力会社に属していると、新規参入者が
不当な扱いを受けるのではないか、との懸念が指摘されています。そこで、小売競
争を活性化させるためには、発送電分離と同様に、電力会社の配電と小売を分離し
よう、ということになりました。これを一般に「営配分離」と呼んでいます。「営」は営
業のことで、小売部門を意味しています。
　営配分離は、アメリカの自由化州などではすでに行われています。既存の電力会
社の多くは配電会社となり、小売事業を行う場合は、小売子会社を別途作ることが
一般的です。現在日本では、発送電分離ほどは注目されていませんが、今後、営配
分離についても議論が重ねられていくと見込まれます。
　例えば、小売会社と配電会社でどのように役割を分担するかを決める必要があり
ます。特に、利用者対応窓口については、小売と配電のどちらが担当するかと同時
に、利用者が混乱をきたさぬよう、そのことをどのように周知するかも重要な課題
です。また自由化後、利用者は電気の供給を受ける小売事業者を変更することがで
きます。その際に、変更前後の事業者間でどのように顧客データをやりとりするか、
といった顧客データベースの管理方法も検討する必要があります。

発送電分離第 6 章
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既存の電力会社

ISO
発電

小売

送配電
［所有］

送配電
［運用］

②機能分離

既存の電力会社

発電

小売

送配電
［別会計］

①会計分離

送配電設備の所有権は電力会
社に残し、運用を独立系統運
用機関（ISO）に移転

送配電部門の会計を
他部門から分離

すでにわが国でも行われている発送電分離

　「送配電部門を切り離す」というと、既存の電力会社が送配電部門を売却すると

いうことをイメージされる方が多いかもしれません。しかし、発送電分離とは必ずし

も送配電部門の売却だけを意味しているわけではありません。よく、「欧米ではす

でに発送電分離が行われている」と報道されていますが、厳密に言えば、わが国も

すでに発送電分離をしています。2003年に電気事業法が改正された際、送配電部

門と他部門の会計を分けることが決まり、他部門の赤字を送配電部門で生じた黒

字で補填することが禁止されました。これは「会計分離」と呼ばれる発送電分離の1

つの方法です。

　この会計分離とともに、送配電部門がその業務を通じて知り得た情報について

目的外に利用することを禁止したり、送配電線の利用について他の事業者を差別

的に取り扱うことを禁止したりする「行為規制」を課すことでも、送配電部門の中立

化が図られてきました。しかしながら『報告書』では、会計分離では送配電部門の中

立化は不十分であるとして、後ほど詳細に説明する「法的分離」による発送電分離

を行うという方針が示されました。

発送電分離の方法

　このように、一口に発送電分離といっても、その方法はいくつかあります。現在日

本で採用されている「会計分離」と、『報告書』で示されている「法的分離」の他に、

アメリカでは「機能分離」、イギリスやドイツの一部などでは「所有権分離」といった

発送電分離の方法が選択されています。海外の発送電分離の動向については後で

説明することとして、以下ではまず、この4つの発送電分離の方法について説明し

ます。

　資料6－2・資料6－3（113ページ）は4つの発送電分離の方法のイメージを表し

たものです。資料6－2左側①の「会計分離」は、先ほど説明した通り、送配電部門の

会計を発電・小売部門から切り離すことで、送配電部門の中立化を図る方法です。

これによって、他部門の赤字を、送配電部門の黒字で補填することができなくなり

ます。

　資料6－2の右側②の「機能分離」とは、送配電設備の所有権は既存の電力会社

に残しますが、それらの設備の運用については、中立的な第三者機関である独立系

統運用機関（ISO）に任せるという方法です。既存の電力会社に送配電部門は残り

ますが、送電線の利用ルールや利用料はＩＳＯが決めるため、送配電部門の中立性

がいっそう確保されると考えられています。ただし、設備を所有しないISOが設備

投資の意思決定を行うことになるため、送配電設備の維持や更新のために必要な

設備投資がうまく行われないのではないか、ということが懸念されています。
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既存の電力会社

④所有権分離

発電

小売

送配電

送配電部門を別会社化
発電・小売会社との

資本関係は認められない（ ）
送配電部門を分社化
親会社との資本関係は

認められる（ ）

③法的分離

送配電

発電

小売

持株会社

既存の電力会社は
部門ごとに分割

　資料6－3の左側③の「法的分離」は、送配電部門を既存の電力会社から切り離

し、分社化することで送配電部門の中立化を図る方法です。これによって送配電部

門は、発電・小売部門とは別会社になりますので、送配電部門の中立化がより徹底

されると考えられています。ただし、各部門を子会社とする「持株会社」の設立や、

送配電部門を発電・小売部門の子会社にするなど、分離する送配電会社との資本

関係を残すことは認められています。

　資料6－3の右側④の「所有権分離」は、既存の電力会社から送配電部門を切り離

して別会社化し、資本関係も認めないという方法です。これにより、送配電部門は、

既存の電力会社における発電部門・小売部門からは完全に分離された送配電会社

となりますので、送配電部門が完全に中立化すると考えられています。

わが国は法的分離による発送電分離を採用

　一般的には、送配電部門を完全に別会社化する④の所有権分離が最も厳格な発

送電分離で、③の法的分離、②の機能分離、①の会計分離の順で分離度合いが低

くなるとされています。電力システム改革専門委員会の議論では、機能分離と法的

分離の2つが案として挙げられましたが、最終的に『報告書』では法的分離が採用

されました。その理由としては、法的分離では送配電部門を分社化するため、送配

電部門が他の部門から独立しているということがより明確であるということ、また、

機能分離とは異なり、設備を所有する送配電部門が運用も行うため、設備の開発・

保守と運用を一体的に行うことができることなどの理由が挙げられます。ただし、

法的分離の場合には企業グループ内での資本関係が残ります。そのため、グルー

プ内の発電・小売会社を有利に扱う可能性があるとして、親会社の職員が送配電子

会社の職員を兼ねることを禁止したり、親会社から送配電子会社への転籍・出向な

どに制限を設けたりするなどの行為規制を講じることが必要とされています。

　なお本来、送配電部門の中立化を貫徹するという目的のもとでは、最も厳格な所

有権分離を採用することが望ましいのですが、これについては、法的分離による改

革の効果が不十分な場合に、改めて検討する将来的な課題とされました。確かに、

所有権分離は送配電部門を分離する方法としては最も分かりやすいといえるでし

ょう。しかし、発送電分離にはメリットだけではなくデメリットもあるため、両方を勘

案した上で、望ましい方法を選択することが必要となるのです。そこで次に、発送電

分離のメリットとデメリットについて紹介します。

発送電分離第 6 章

■ 資料6－3／発送電分離の方法（2）

113 114



発送電分離によるメリット

　発送電分離によるメリットとしてしばしば指摘されることは、先ほど説明した「な

ぜ発送電分離が必要なのか？」という分離の理由と密接に関連しています。発送電

を分離する理由として指摘される「分離しない場合の不都合」は、逆にみれば発送

電分離によりそれが解決されるというメリットとなるからです。すなわち、発送電を

分離することで、送配電線を所有しない新規参入者にとっても公平な送配電線の

利用が保証され、発電や小売供給の市場競争が活性化することが期待されています。

　さらに、競争を活性化させるためには、新規参入するさまざまな発電事業者に対

応できるよう、十分な送電設備が必要となります。これまでは、既存の電力会社にと

って望ましい設備投資は行われてきました。しかし、既存の電力会社にとって利益

にならない送電設備については、投資しても電力会社にメリットがないため、設備

投資が不十分になるのではないかと危惧されています。しかし、発送電分離によっ

て送配電部門は独立した会社になるので、既存の電力会社のためだけではなく、新

規参入者を含めた電気事業全体にとって必要な設備投資が促進されると期待され

ています。このようにして市場競争が活性化すれば、より効率的な発電方法が選択

されて電気の供給費用は安くなり、利用者が支払う料金も安くなる、というロジック

です。

発送電分離によるデメリット

　それでは、発送電分離は良いことばかりなのでしょうか？ 実は、発送電を分離す

ることで、かえって供給費用が高くなってしまう可能性もあるのです。というのも、

先ほど説明した通り、送配電部門には規模の経済性があり、独占が認められていま

すが、それとは別に、発電部門と送配電部門の間には、「垂直統合の経済性」という

ものがあると考えられているからです。

　ある事業において、技術的関連性が強い部門の間でばらばらに運用するよりも、

一体的に運用することで全体がうまく機能するような場合に、その効果を「範囲の

経済性」と呼びます。垂直統合の経済性は範囲の経済性の一例であり、発電部門

と送配電部門の協調的な運用や設備投資により、システム全体の費用が効率化さ

れ、全体として供給費用が安上がりになることを意味します。発電と送配電はばら

ばらに機能することはできず、電力の消費にあわせて電力を生産し、それを時々

刻々利用者のもとまで送り届ける必要がありますので、両者が緊密に連携して働く

協調的な運用が必要なのです。

　また、いくら発電費用が安くても、消費地点から遠く離れた場所に発電所が建設

される場合には、輸送のための送配電設備への投資が必要になります。あわせて

設備の運用費も掛かりますので、発電費用の効率化のメリットが相殺されかねませ

ん。垂直統合型電気事業者では、投資の意思決定は全体の費用を最小化するよう

に行われますので、発電と送配電の協調的な設備投資が自然に行われます。その

ため、垂直統合の経済性が働きます。しかし、発送電分離をすることにより、発電は

発電、送配電は送配電といったように、個別に意思決定が行われるようになれば、

そのような経済性は減じてしまう、あるいは全く働かなくなる恐れがあります。これ

は、分離によるデメリットといえるでしょう。

発送電分離第 6 章
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海外の発送電分離の動向

　それでは、海外で発送電分離はどのように行われているのでしょうか？ 電力自由

化の先行する欧米では、発送電分離についてもさまざまなアプローチで行われて

います。そのため、日本における制度設計にあたっても、しばしば参考として例示さ

れています。

　大きく分類して、ヨーロッパでは所有権分離か法的分離、アメリカでは機能分離

が行われています。ただし、アメリカの場合は州や地域によって政策が異なってお

り、従来のような垂直統合型電気事業者が残っているところもありますので注意が

必要です。

　以下でヨーロッパ、アメリカの順に状況をみていきましょう。

ヨーロッパの動向

　ヨーロッパでは、ヨーロッパ連合（EU）域内のエネルギー市場の統合、競争の促

進、効率化の促進、エネルギーセキュリティーを目標として、1996年、2003年、

2009年と、3回にわたりエネルギー市場改革が実施されてきました。その一環とし

て、電力自由化も進められ、垂直統合から発送電を分離した形態へと、徐々に分離

の程度が強められてきました。

　現在では、イギリスの事業者などが行っている所有権分離と、フランスの事業者

などが行っている法的分離が主な分離形態となっています（資料6－4参照）。法的

分離の場合、送電事業者の株式は既存の垂直統合事業者が100%保有する場合

や、一部を垂直統合事業者が保有し、それ以外は第三者が保有する場合がありま

す。これに対し、所有権分離の場合は、既存事業者以外の第三者に送電事業者の株

式を売却します（詳細については、119ページのコラム参照）。

　なお、ヨーロッパにおいて機能分離がほとんど採用されない理由として、そもそ

も電気事業者の規模が比較的大きく、各事業者の所有する送電設備の運用を１つ

の組織に集約しなくても、規模の経済性によるメリットを享受できていた上に、送電

設備の所有と設備投資の意思決定が、異なる主体により行われることの弊害に対

する懸念があったためとされています。

発送電分離第 6 章

■ 資料6－4／ヨーロッパ主要国の事業者の発送電分離の形態

国 送電事業者名

所有権分離 法的分離

国 送電事業者名

イギリス
（EW） National Grid NGET フランス RTE EDF Transport

ドイツ 50Hertz
TenneT ドイツ Amprion

TransnetBW

イタリア Terna オーストリア Austrian Power Grid

スペイン REE ギリシャ Admine

ベルギー Elia イギリス
（SC）

SHETL
SPTL

注：イギリスの（EW）はイングランド・ウェールズ地方、（ＳＣ）はスコットランド地方を指す。
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New York
ISO

(NYISO）

ISO New
England
(ISO-NE）

California ISO
(CAISO)

Southwest
Power Pool
(SPP)

Midcontinent Independent
System Operator, Inc.

(MISO)

Electric Reliability
Council of Texas

(ERCOT)

PJM
Interconnection

(PJM)

ISO
CAISO/ERCOT/NYISO

RTO
ISO-NE/MISO/PJM/SPP

　本編で紹介した法的分離の場合、分離後の送電事業者の株式は、既存の垂直統
合事業者が100%保有する場合もありますし、一部を第三者に売却する場合もあ
ります。前者の例として、ドイツのEnBWの送電部門であるTransnetBWがあり
ます。また後者の例には、ドイツのRWEの送電部門であるAmprionがあり、株式
の75%弱をドイツ・スイス・イタリアなどの投資会社に売却済みです。
　これに対し、所有権分離の場合は、既存事業者以外の第三者に送電事業者の株
式を売却します。東欧諸国にみられるように、もともと国営の垂直統合事業者の場
合、もとの垂直統合事業者と分離した送電事業者を、異なる政府機関が所有する
ことがあります。例えば、もとの垂直統合事業者の株式をA省庁の大臣が所有して
いる場合、それとは異なるB省庁の大臣が、別会社とした送電事業者の株式を所有
するというものです。
　またさらに、他国の送電事業者の傘下に入るといった場合もあります。例えば、
ドイツの50Hertz（もともとはドイツVattenfall Europeの送電部門）はベルギ
ーの送電事業者であるEliaの子会社であり、同じくドイツのTenneT（もともとは
ドイツE.ONの送電部門）はオランダの送電事業者であるTenneTのグループ会
社です。他国の送電事業者からみれば、ノウハウのある分野で経営規模を拡大す
ることができ、スケールメリットを得ることができるという魅力があります。
　一般に、送電事業は料金規制を受けているため、安定的な収入を得られる事業
と考えられており、安定性を求める投資家が株式を購入するといったこともありま
す。先ほどのAmprionの場合、75%弱の株式は、年金基金を中心とするファンド
が保有をしていますが、ファンドとしては、ハイリスク・ハイリターンの投資と、送電
事業者のようなローリスクの投資を組み合わせることが、リスク管理上有利である
といわれています。
　なお、送電事業者の持株会社の株式は、ベルギーのEliaやイギリスのNational 
Gridのように証券取引所に上場される場合もあります。このような持株会社が、
送電事業者の株式の一部または全部を売却する場合には、さまざまな状況が考え
られますが、持株会社自身の株式の価値は市場の評価によって決まります。

アメリカの動向

　一方アメリカでは、1996年に出された連邦エネルギー規制委員会の指令により、電力

会社の所有する送電線を、他の事業者が利用できるようにすることが義務付けられまし

た。この指令と、続く1999年の指令により、ISOや地域送電機関（RTO）といった送電機関

の設立が推奨されるようになりました。ISOやRTOは、現在アメリカに7つ存在します。こ

れらが設立された地域では、送電線の所有権はもとの所有者である電力会社に残したま

ま、ISOやRTOが送電線の運用や設備投資計画の策定、卸電力市場の運営などを行って

います（資料6－5参照）。

発送電分離第 6 章

分離後の送電事業者の株式は
誰が保有しているの？

コラム

■ 資料6－5／アメリカにおけるISO/RTOの設立地域（2013年10月現在）

注：上記以外の地域では、機能分離を行っていない。

出典：アメリカ連邦エネルギー規制委員会ホームページを元に作成
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発送電の一体的管理・運用 市場での取引を通じた費用の効率化

組織内部に生じる非効率
市場での取引のために発生する
費用や市場がうまく機能しない

場合に生じる費用

発電・送電間の協調・
擦り合わせなど
内部的な調整機能

送電

『送電会社ないし送電機関』
によるサービス提供

『卸電力市場』における
電力の取引

送電と送電網の安定的な
運用のための各種サービスの
提供（一部は市場で調達）

産
業
の
構
造
変
化

課
題

発電

　ヨーロッパと違い、アメリカではもともと比較的規模の小さな民営電気事業者が数多く

存在してきました。したがって、規模を拡大して規模の経済性によるメリットを享受する方

法として、送電線や発電設備の所有者の変更を必要とせず、ISOやRTOによって複数の

事業者間で送電線の運用を集権化することは、有効な方法だと考えられてきました。実際

に、RTOの1つであるPJMは、政府による規制ではなく、事業者間の自主的な協力関係か

ら発展したものです。

発送電分離によって何が変わるの？

　それでは、発送電分離をすることで、電気事業の構造はどのように変化していくのでし

ょうか？ 資料6－6を見ながら説明していきます。

　資料6－6の左側は、これまでのような垂直統合型電気事業者の構造を示しています。

垂直統合型電気事業者においては、発電部門と送電部門の運用に関わる技術的な連携や

設備投資の意思決定は、1つの企業の内部における部門間の調整によって協調的に行わ

れます。この場合、発電と送電のシステム全体を対象に費用効率化が図られるという利点

がある一方で、外部の市場競争に直接的にさらされることがないため、組織内に経営非効

率が発生する可能性もこれまで指摘されてきました。

　一方、資料6－6の右側は、ヨーロッパやアメリカの一部の州・地域のように、発送電分離

が行われた場合の構造を示しています。発送電分離をすると、企業内部での調整による意

思決定にかわり、さまざまな市場取引が行われるようになります。たとえば、バリューチェ

ーンの部分でも説明しましたが、従来は、垂直統合型電気事業者が自社の発電設備を使

って電力を生産し、それを利用者に販売していました。そのため、発電部門から小売部門

への電力の受け渡しは、売買や取引ではなく、１つの企業内での部門間の中継によって行

われてきました。しかし、発送電が分離した世界では、利用者に販売する電力は自身の設

備で発電することも可能ですが、基本的には電力を売買する市場で調達することが前提

と考えられるようになります。

　送電については、大きく分けて、電力を輸送する送電サービスと、送電網の安定的な

運用を維持するための各種のサービスがあります。垂直統合型電気事業者の送電部

門は、その両方を自社の発電・送電設備を使って提供してきました。しかし、発送電分離

後は、それらのサービスの提供を、送電会社ないし独立の送電機関が担うようになりま

す。その場合、発電設備や送電設備は、送電会社や送電機関のものであるとは限りませ

んので、これまでのように自由に使うことはできません。そこで、これらのサービスの一

部を、市場を通じて調達するようになります。これらの市場については、少し専門的にな

るので詳細についてここでは紹介しませんが、中でも、送電網の安定的な運用を維持す

るためのサービスを提供するさまざまな市場が、欧米では誕生しています。

発送電分離第 6 章

■ 資料6－6／発送電分離による内部調整機能の市場化
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　このように、市場取引を活用する理由は、サービス提供のために利用する設備が必ず

しも送電会社や送電機関のものではない、という背景はありますが、より重要なのは、

市場での取引を活用することにより、事業者間の競争がうまく機能し、費用の効率化が

図れることにあります。費用が効率化すれば、同じサービスでもより安い価格で提供す
ることが可能になります。そのため、発送電分離の背景には、「組織内部の部門間調整

による効率化」から「市場競争を通じた効率化」への移行という流れがあるといえます。

　電力の自由化を推進してきた欧米やわが国における政策決定者は、前者よりも後者

が利用者のメリットという観点から望ましいと考えてきました。しかし後者を選択した場

合、さまざまな市場の設立・運営が必要になりますから、当然そのための費用が掛かり

ますし、取引の契約に関わる費用やリスクも新たに発生してきます。また電力は、消費電

力と発電電力が常に一致している必要があり、安く大量に貯蔵することが困難な商品

です。このような商品を市場で取引する場合には、事業者の思惑や外部環境条件による

市場価格の大きな変動というリスクも伴います。これらは電力の供給を不安定化する

要因です。

　したがって、内部的な調整から市場取引に移行するためには、単に発電部門と送電部

門を構造的に分離して市場を設立すればよい、というものではありません。そのための

費用もさることながら、それらの市場がうまく機能し、電気の安定的な供給に支障をき

たすことがないよう、さまざまな制度や仕組みが必要になることが、欧米の先行事例か

ら分かってきたことなのです。

発送電分離で、再生可能エネルギーは普及するの？

　昨今の議論でしばしば耳にするものとして、発送電分離をすれば再生可能エネ

ルギーの普及が促進されるという論調があります。この議論のロジックは、発送電

分離をすれば電力会社にメリットのない送電線の建設が促進され、需要地から遠く

離れた風力発電所などで発電された電気を運ぶことが容易になるため、というもの

です。風力発電などの再生可能エネルギーは、発電に適した土地が需要地から遠

いことが一般的ですので、その問題を解消するという面で一見合理的な議論です。

　しかし、そもそも送電線の建設が進まない理由の多くは、送電線建設のための土地

利用の合意締結が難しいことや、景観などの環境問題にあります。電力会社の発電部

門と送電部門が１つの会社として統合されていることとの関連性は、海外の事例からも

明らかではありません。

　また、電力会社が再生可能エネルギー発電事業者を不当に扱っている、という批判も

あります。発送電分離が行われれば、送電会社は中立的な存在となるため、公平に扱わ

れるようになり、導入も進むだろうという考え方です。

　しかしこれについても、送電部門の組織の問題というよりは、むしろ電力システムの

技術的な問題が大部分を占めています。第4章でも説明したように、再生可能エネルギ

ー発電は出力が時々刻々変動します。そのような変動の大きな電源については、現状

の設備を前提とする場合、安定的に電力を供給するためにシステムとして受け入れる

ことのできる量に限界があるのです。許容量を拡大するためには設備投資が必要です

が、そのためには費用が掛かります。また、変動の大きな電源を大量に導入するために

は、調整のための火力電源も必要になります。

　これらのことから、発送電分離を行えば再生可能エネルギーが普及する、という議論

には飛躍があるといえます。

発送電分離第 6 章
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私たちの生活への影響は？

　これまでは、発送電分離によって電気事業がどのように変わるのかを解説してきまし

た。では、発送電分離は私たち一般家庭にはどのような影響をもたらすのでしょうか？

　第5章で解説した小売供給の自由化は、私たち自身が電気の供給者を自由に選択で

きるという意味で、実感しやすい影響があります。一方で、発送電分離を行ったからとい

って、私たち電気の利用者に目に見えやすい形での直接的な影響があるわけではあり

ません。すでに説明したように、分離によって、これまで1つの企業の内部で行われてい

た発電と送電という活動の役割分担が、企業の外の市場で取引されるようになります。

しかし、そのような変化は一般の利用者には直接的には見えにくいものです。

　ただし、これまで1つの企業の内部で発電と送電の協調・調整によりうまく機能してい

たものを分離するわけですから、それを補完するための新たな制度や仕組みが必要に

なってきます。そして、それらが競争のメリットを生み出すよう、うまく機能させる必要が

あります。仮にそのような制度や仕組みがうまく機能しなかった場合、電気の安定供給

に支障をきたし、停電などの悪影響が発生することも考えられます。また、停電からの

復旧は、1つの部門だけでできるものではないため、部門間の連携や協調が必要とされ

ますが、分離された状態では、そのような機能が弱くなってしまうことも考えられます。

そのため、発送電分離については、むしろそのような構造変化によって、私たちの電気

の利用や日常生活に不便や支障が生じることのないよう、慎重に確認を行いながら検

討していく必要があるのです。

真に望ましい制度であるか慎重な検討が必要

　発送電分離の最終的な目標は、電気料金の低下を通じた利用者の利益の増大にあり

ます。しかし、欧米での先行事例からは、分離によって必ずしも電気料金が低下するとま

ではいえないのが実情です。電気料金に影響する要因は、発送電分離で期待される競

争による効率化の他にも、これまでに説明した通り、燃料価格や税金・補助金などさまざ

まなものがあります。それらを切り分けて考えたときに、市場競争によるメリットが分離

によるデメリットを相殺した上でも、なお料金低下という形で私たち電気の利用者にメ

リットをもたらすのかどうかを見極めることが重要です。

　発送電の分離は、大きな構造変化を伴います。いったんそれが行われると、統合され

たもとの状態に戻すことは、費用の面からほぼ不可能であることが海外の事例から示

されています。容易に引き返せない選択であるという意味でも、それが真に望ましい制

度であるのかどうか、慎重な検討を繰り返しつつ前進していく覚悟が必要であるといえ

るでしょう。
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執筆者分担

執筆者略歴

2011年3月   早稲田大学大学院経済学研究科 博士後期課程修了
2011年4月 　電力中央研究所 入所
現       在 　社会経済研究所 主任研究員

井上 智弘
（いのうえ ともひろ）

1992年3月   名古屋大学大学院経済学研究科 博士前期課程修了
1992年4月   電力中央研究所 入所
2003年3月   名古屋大学大学院経済学研究科 博士後期課程修了 博士（経済学）
現       在 　社会経済研究所 上席研究員

後藤 美香
（ごとう みか）

2005年3月   大阪大学大学院法学研究科 博士前期課程修了
　　　　　  財団法人知的財産研究所を経て、
2006年4月   電力中央研究所 入所
現       在 　社会経済研究所 主任研究員

佐藤 佳邦  
（さとう よしくに）

2007年3月   慶應義塾大学大学院商学研究科 修士課程修了
2009年4月   電力中央研究所 入所
現       在 　社会経済研究所 主任研究員

澤部 まどか 
（さわべ まどか）

2007年3月   大阪大学工学研究科 博士課程修了 博士（工学）
2007年4月   電力中央研究所 入所
現       在 　社会経済研究所 主任研究員

古澤 健
（ふるさわ けん）

2002年3月   北海道大学大学院工学研究科博士課程修了 博士（工学） 
2002年4月   電力中央研究所 入所 
現       在 　社会経済研究所 主任研究員

山口 順之
（やまぐち のぶゆき）

2005年3月   東京大学大学院工学系研究科 修士課程修了
2005年4月   電力中央研究所 入所
現       在 　社会経済研究所 主任研究員

後藤 久典
（ごとう ひさのり）

2007年3月   筑波大学大学院システム情報工学研究科 博士課程修了 博士（工学）
2008年5月   電力中央研究所 入所
現       在 　社会経済研究所 主任研究員

遠藤 操
（えんどう みさお）

1990年3月   東京都立大学大学院工学研究科 博士課程修了 博士（工学）
1990年10月  電力中央研究所 入所
現       在 　社会経済研究所 上席研究員

岡田 健司
（おかだ けんじ）

1988年3月　学習院大学法学部卒業。日本銀行金融研究所客員研究生を経て 
1991年4月　電力中央研究所 入所 
2005年3月　京都大学大学院エネルギー科学研究科 博士後期課程修了 博士（エネルギー科学）
現       在 　社会経済研究所 副研究参事

田邉 朋行
（たなべ ともゆき）

1994年3月   慶應義塾大学経済学部卒業
1994年4月   電力中央研究所 入所
2007年4月   政策研究大学院大学 博士課程修了 博士（政策研究）
現       在 　社会経済研究所 主任研究員

筒井 美樹
（つつい みき）

1987年3月   東京大学大学院工学系研究科 修士課程修了
1987年4月   電力中央研究所 入所
2003年3月   博士号取得（工学、東京大学）
現       在 　社会経済研究所 電気事業経営領域リーダー
　　　　　  兼エネルギー技術評価領域リーダー
　　　　　  副研究参事

長野 浩司
（ながの こうじ）
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